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工事現場における施工体制の点検要領 

 

１．目的 

   本要領は、｢公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律｣(以下｢適正化

法｣という。)(平成 12 年 11 月 27 日法律第 127 号)及び「公共工事の入札及び契

約の適正化を図るための措置に関する指針」(以下「適正化指針」という。)(平成 13

年 3 月 9 日閣議決定)に基づき、福井市が発注する工事について、監督業務等におい

て確認すべき事項を定め、工事現場の適正な施工体制の確保及び一括下請負の排除を

目的とする。 

 

２．適用対象 

（１）監理技術者、主任技術者の専任に関する点検 

建設業法第 26 条第 3 項に該当する工事（請負金額が２,５００万円以上のも

の。ただし、建築一式工事の場合は、５,０００万円以上のもの。）について行う。 

（２）施工体制台帳、施工体系図に関する点検 

建設業法第 24 条の 7 に該当する工事（下請負契約の請負代金の合計金額が 

３,０００万円以上のもの。ただし、建築一式工事の場合は、４,５００万円以上

のもの。）について行う。 

  （３）一括下請負に関する点検 

請負金額 200 万円以上の工事について行う。 

ただし、請負金額 200 万円未満の工事で、監督職員が必要と認めたときは点

検を行わなければならない。 

      

３．点検内容及び方法 

（１） 契約後、工事着手前における点検事項は、以下のとおりとする。 

①  契約後、監督職員は当該工事について工事実績情報システム（CORINS）に 

基づき作成された｢工事カルテ｣を確認し、登録を指示する。なお、登録後に（財）

日本建設情報総合センター発行の｢工事カルテ受領書｣の写しの提出を指示し、
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CORINS に正しく登録されていることを確認する。 

②  監督職員は、受注者から提出される現場代理人及び主任技術者等選定通知書 

（約款第 10 条）により通知された技術者について専任を確認する。 

③  監督職員は、受注者から通知された主任技術者又は監理技術者（以下「監理技

術者等」という。）について、監理技術者資格者証、監理技術者講習修了証、雇用

関係を示す書類、経歴書等により雇用関係、資格要件を確認する。 

④  施工計画書提出時（工事着手前）に、監理技術者等から施工計画について説明

を受け、監理技術者等が実質的に関与しているかを確認すること。 

⑤  上記項目の確認の結果、疑義がある場合は、面談等により調査し、福井市工事

請負契約約款第 46 条第 1 項第３号に基づく契約の解除も選択に含めて必要な措

置を講じること。 

（２） 工事施工中における点検事項は以下のとおりとする。 

① 現場の常駐状況の点検 

ア 監督職員は、工事現場点検等により、専任の監理技術者等の常駐状況につ

いて、適切な頻度で点検すること。 

イ 監督職員は、工事現場点検等により、受注者の下請負工事の実質的な関与

（工程管理、出来型・品質管理、安全管理及び下請負人への施工調整・技術

指導・監督等）について確認する。 

② 施工体制台帳及び施工体系図の点検 

ア 監督職員は、受注者に施工体制台帳及び施工体系図の写しを提出させる。内

容の変更があった場合も同様とする。 

イ 監督職員は、受注者から提出された施工体制台帳の記載事項（添付される下

請負契約書の写しを含む）及び施工体系図の記載事項が下請負届の内容と一致

しているか、施工体制台帳に健康保険等の加入状況が記入されているか確認

し、下請負工事の内容を把握する。下請負届の変更があった場合も同様とする。 
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ウ 監督職員は、工事現場点検等により、受注者が施工体制台帳を現場に備えて

いるか、施工体系図を現場の工事関係者が見やすい場所及び公衆が見やすい場

所に掲示しているか確認する。 

また、提出されている施工体制台帳及び施工体系図の写しが、現場に備えて

ある又は掲示してある内容と一致しているか確認する。内容の変更があった場

合も同様とする。 

③ 施工体制の把握 

監督職員は、受注者の施工体制が一括下請負に該当していないか、施工体制台

帳および施工体系図が実際の体制と異なるものでないかを点検すること。 

④ 建設業許可を示す標識等の点検 

監督職員は、建設業許可を受けたことを示す標識が公衆の見やすい場所に掲示

されていること、建設業退職金共済制度適用事業主の工事現場である旨を明示す

る標識が掲示されていること、労災保険関係の掲示項目が掲示されていることを

点検すること。 

（３） 点検実施に当たっては、別紙様式に掲げる項目について、書類及び工事現場での

目視により確認を行うほか、元請負人及びその下請負人からの聴取により確認し、

その点検結果を点検票に記入すること。 

（４） 点検に当たっては、点検対象工事の監督職員を含む２名以上の職員により行い、

点検項目の実施時期及び実施頻度は別紙－１による。 

 

４．施工体制に不適切な点がある場合及び一括下請負の疑義のある場合の対応 

（１） 上記項目の確認の結果、工事現場の施工体制に不適切な点がある場合又は、一括

下請負の疑義がある場合、監督職員は、受注者に指示書等（様式－８）による文書

で改善の指示を行う。指示の結果、受注者より回答書（様式－９）を受理後、確認

内容、確認を行った日時、確認職員の職・氏名、相手方の所属・氏名を記載した資

料を作成し、点検票とともに保管する。 
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（２）  改善の指示の結果、改善が見られない場合は（様式－1０）で受注者に通知を

行い、事業担当課長は現場における実態等について、面談等により調査する。 

（３）  面談等による調査の結果、工事現場の適正な施工体制が確保されていない場合

又は、一括下請負と疑うに足りる事実があった場合、工事検査課及び契約課に報告

する。 

 

５．検査時の確認及び成績評定時の対応 

（１） 監督職員は、完成検査時等における工事検査職員への施工内容等の説明について、

受注者の監理技術者等が的確に対応していたか報告する。 

（２） 監督職員は、施工体制、監理技術者等の技術力、検査対応について問題があった

場合、工事成績評定の考査項目により適切に評価し、成績評定に反映させる。 

 

６．その他 

  この要領の実施にあたり、要領の適切な運用のため必要がある場合、点検実施機関は 

工事検査課と協議し、その指示に従うものとする。 

 

附 則 

１． この要領は、平成 1４年 ４月 １日から施行する。 

２． この要領は、平成 1４年１０月 １日から施行する。 

３． この要領は、平成 1５年１０月 １日から施行する。 

４． この要領は、平成 1６年 ４月 １日から施行する。 

５． この要領は、平成 1７年 ４月 １日から施行する。 

６． この要領は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 

７． この要領は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 

８． この要領は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

９． この要領は、平成２４年１１月 １日から施行する。 



5 

別紙－１ 
施工体制の把握に関する点検内容・実施時期・実施頻度 

点検事項および主な着眼点 
実施時期及

び実施頻度
対 応 方 法 法律等の根拠 

１．CORINS 登録(工事カルテ)の確認 

・請負金額 500 万円以上は、登録必

要 

・工事カルテの内容確認 

・契約後、10 日以内に登録 

・適正に登録されているか(変更につ

いても) 

工事着手前 
変更契約後 
 
完成時及び 
 
訂正時 

不適切な場合は、是正を求

める。 
福井市土木工事共

通仕様書 
国土交通省大臣官

房官庁営繕部「公

共建築工事標準仕

様書」 

２．監理技術者の専任制の確認 

・監理技術者資格者証及び監理技術

者講習修了証の把握 

① 監理技術者資格者証の提示 

② 資格者証の会社名・工種区

分・期限・裏書きによる変更

等の確認 

③ 監理技術者講習修了証の提

示 

・同一性の把握 

① 通知による監理技術者、施工

体制台帳に記載された監理技

術者、及び資格者証の技術者

名が同一か確認 

② 監理技術者資格者証の写真に

よる本人確認 

・雇用関係 

① 直接的かつ恒常的な雇用関係

を、監理技術者資格者証、健康

保険被保険者証等で確認 

・常駐の把握 

① 現場常駐の確認 

② 打合せ時に施工計画、工事工

程、技術的事項等を把握し、主

体的・実質的に関与しているか

確認 

 
工事着手前 
 
 
 
 
 
 
工事着手前 
 
 
 
 
 
 
工事着手前 
 
 
 
工事施工中

１回/月 

（ステップ１） 
疑義がある場合は、監理技

術者、元請負人に説明を求

める。 
（ステップ２） 
さらに必要な場合は、監理

技術者証発行部局に問い合

わせる。 
（ステップ３） 
契約課及び工事検査課に連

絡し、契約解除の選択も含

めて必要な措置を講じるた

めの調査を行う。 

建設業法第 2６条

  第３･４･５項

 
工事請負契約約款

第 10 条 
 
 
 
 
 
 
名札及び腕章着用

を特記仕様書に明

記 
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点検事項及び主な着眼点 
実施時期及

び実施頻度
対 応 方 法 法律等の根拠 

３．主任技術者の専任制の確認 
・同一性の把握 

① 通知による主任技術者が同一

か確認 

② 施工計画書に添付された写真

（工事下請負人編成表）により

確認 
・雇用関係 

① 直接的かつ恒常的な雇用関係

を、健康保険被保険者証等で確

認 

・常駐の把握 

① 現場常駐の確認 
② 打合せ時に施工計画、工事工

程、技術的事項を把握し、主体

的･実質的に関与しているか確

認 
 
 

 

工事着手前 

 

 

 

 

 

工事着手前 

 

 

 

工事施工中

1 回/月 

（ステップ１） 
疑義がある場合は、主任技術

者、元請負人に説明を求め

る。 
（ステップ２） 
契約課及び工事検査課に連

絡し、契約解除の選択も含め

て必要な措置を講じるため

の調査を行う。 

建設業法第 26 条

第 3 項 
工事請負契約約

款第 10 条 
 
 
名札及び腕章着

用を特記仕様書

に明記 

４．施工体制台帳の点検 
・施工体制台帳が現場に備え付けら

れているか確認 
・施工体制台帳が提出され、内容が

現場に備え付けの台帳と同一か確

認 
・下請負契約書(写)及び再下請負通知

書等が添付されているか。（現場に

備え付けの台帳及び提出された台

帳） 
・下請負届の内容と同一か。 
・記載事項は適正か、また下請負金

額が記入されているか。 
・健康保険等の加入状況が記入され

ているか。

工事施工中 

(当初及び 

変更時) 

（ステップ１） 
施工体制台帳に不備を発見

した場合は、是正を求める。

また、必要に応じて現場の点

検頻度を増やす。 
（ステップ２） 
契約課及び工事検査課に連

絡し、必要な措置を講じるた

めの調査を行う。 

建設業法第 24 条

の 7 第 1・２・３

項 
適正化法第 13
条､14 条 
工事請負約款第

７条 
土木工事共通仕

様書 

 



点検事項および主な着眼点 
実施時期及

び実施頻度
対 応 方 法 法律等の根拠 

５．施工体系図の点検 
・施工体系図が見やすい場所及び公

衆が見やすい場所に掲示されてい

るか。 
・体系図に記載のない業者が作業し

ていないか(例えば、安全訓練等の

出席者名簿、日々の作業指示書等

で確認) 

7 

 

 

 

工事施工中

( 当 初 及 び

変更時) 

工事施工中

1 回/月 

（ステップ１） 
施工体系図に不備を発見し

た場合は、是正を求める。

また、必要に応じて現場の

点検頻度を増やす。 
（ステップ２） 

建設業法第 24 条

の 7 第４項 
適正化法第 13 条

第３項、第 4 条 
工事請負約款第７

条 
契約課及び工事検査課に連

絡し、必要な措置を講じる

ための調査を行う。 

土木工事共通仕様

書 

６．施工体制の点検 
・元請人が下請工事の施工に実質的

に関与しているか。 

 

 

工事施工中

1 回/月 

（ステップ１） 
一括下請、実質的関与に付

いて点検 
（ステップ２） 
一括下請の疑義がある場合

は、契約課及び工事検査課

に連絡するとともに、建設

業許可部局に通知し協同で

調査を行う。 

建設業法第 22 条 
適正化法第 12 条 
工事請負約款第 6
条 

７．その他  不適切な場合は､是正を求

める。 
建設業法第 40 条 

・建設業許可を示す標識の確認 工事施工中

1 回  ① 標識が現場の見やすい場所に

設置してあるか。   

 ② 監理技術者等が正しく記載さ

れているか。  
・建退共制度に関する掲示 工事施工中

1 回 ① 掲示が現場の見やすい場所に

設置されているか。  

・労災保険に関する掲示 工事施工中

1 回 ① 掲示が現場の見やすい場所に

設置されているか。 
 

｢建設労働者の福

祉の充実につい

て｣通達(H5.8.10

建設省→業団体の

長) 

労災保施行規則第

49 条 

労働保険の保険料

の徴収等に関する

法律施行規則第74

条 



工事現場における施工体制の点検要領の運用について 

 

工事現場における施工体制の点検要領は、下記により運用する。 

 

記 

１．施工体制点検に当たっては､監督職員 1 名及び主任監督職員又は主幹等 1 名以上で行う。 

 

２．点検に当たり、施工プロセスチェックリスト（福井市工事成績採点基準別表７）を使用

する。 

 

３．一括下請負の点検については、請負金額が 2,500 万円以上の工事のうち、下記事項のい

ずれかに該当する工事について重点的に点検を行い、点検票は様式―６、７を使用する。

ただし、請負金額が 2,500 万円未満の工事については、下請負人編成表様式―４のみを提

出する。 

 ・主たる部分を実施する（最大契約額の）一次下請負人が元請契約額の過半を占めている

工事 

 ・同業種の同規模（ランク）又は上位規模の会社が一次下請にある工事 

 ・工区割された同時期の隣接工事について同一会社が一次下請等に存在している工事 

 ・その他､監理技術者等の専任に疑義がある工事等の点検の必要を認めた工事 

 

４．一括下請負の点検については、元請だけでなく、少なくとも三次下請までの自ら施工し

ていないと思われる下請について行う。 

 

５．共同企業体の場合の配置技術者は､全ての構成員で監理技術者又は主任技術者が配置され

ていることを把握すること。 

8 
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施工体制の点検（契約額 2,500 万円以上）のフロー 

（建築一式の場合は５,０００万円以上） 

  施工プロセスチェックリストにより点検開始   

   ↓     

    下請負金額の総額が 
※3,000 万円未満 ※ 建築一式工事は４,５００万円 

下請負金額の総額が 
※3,000 万円以上 

     

↓       ↓ 

  

  
・主任技術者専任の確認 
（チェックリスト 18、19､20） 

  

・監理技術者専任の確認 
（チェックリスト 17、18、19､20） 

・施工体制台帳、施工体系図の確認 
（チェックリスト 6、7、8､9、10） 

   ↓     

      

   

疑義及び不適切が
あった場合    

   ↓     

      

   
文書で改善を指示

   

   （様式－８）   

   ↓     

   → 

   
改善措置の回答 

 

回答内容を確認 
改善されない場合 

   （様式－９）  

   ↓   ↓  

   ←

   

回答内容を確認 
改善された場合 

 

     

 ↓  ↓   

事業担当課長が、 
現場における実態等につい

て面談等により 
調査（事実確認） 

    （様式－1０）

 

チェックリストとともに 

保管    ↓  

     

 ↓     

工事検査課及び契約課へ
報告 

      

 
工事検査時に確認 

   ↓  

      

      
許可官庁へ通知 
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一括下請の点検フロー 
 

    下請負状況点検票     

      

 

元請負人用 
（様式－６）     

下請負人用 
（様式－７）  

１．一般的事項    ※二次・三次下請等も点検すること

NO のときは点検終了        

YES のときは実質的関与点検へ   １．一般的事項  

2．実質的関与点検    NO のときは点検終了  

      YES のときは実質的関与点検へ 

      2．実質的関与点検  

    ↓      

  ↓      

    

疑義及び不適切が 
あった場合     

    ↓      

        

    
文書で改善を指示 

    

    （様式－８）    

    ↓      

    →  

    
改善措置の回答 

 

回答内容を確認 
改善されない場合 

 

    （様式－９）  ↓ ↓ 

    ←  

    

回答内容を確認 
改善された場合 

  

    ↓  

事業担当課長が、 
現場における実態等に

ついて面談等により 
調査（事実確認）  

    （様式－1０） 

 
チェックリストとともに保管 

   ↓  

  ↓      

       

工事検査及び契約課へ
報告  

       

 
工事検査時に確認 

   ↓  

        

       
許可官庁へ通知 

 

重点点検対象工事 
・ 主たる部分を実施する（最大契約額の）一次下請人が元請契約額の過半を占めている工事 
・ 同業種の同規模（ランク）又は上位規模の会社が一次下請にある工事 
・ 工区割された同時期の隣接工事について同一会社が一次下請等に存在している工事 
・ 低入札価格調査対象となった工事 
・ その他、監理技術者等の専任に疑義がある工事等の点検の必要を認めた工事 
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様式１ 

平成  年  月  日 
 
（発注者）       様 

 
      住 所             

受注者 
    氏 名           ○印  

 
 

下請負（追加・変更）届 
 
 

平成  年  月  日付けで請負契約を締結した工事の施工について、工事の一部を下記

のとおり下請けに付したので福井市工事請負契約約款第７条の規定により届出ます。 
記 

１ 工 事 名  

２ 工 事 場 所 福井市           地係 

３ 請負代金額 金              円 

４ 工 期 着 工  平成  年  月  日 
完 成  平成  年  月  日 

監理技術者 

(主任技術者) 

住 所： 

氏 名： 

資 格 者 証 番 号 

第       号 

工事種別 
建設業 

許可番号 

下請負人名 
(代表者名) 

建設業許可業種

契 約 日

工 期 

下請けに付した金

額(うち消費税額及

び地方消費税の額)

主任技術者名 

資格・内容 

下請けに付し

た工事の内容

( 次下請負)   
～ 

   

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 保険加入の 
有無 加入    未加入 

適用除外 
加入    未加入 

適用除外 
加入    未加入 

適用除外 
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

 健康保険等

の加入状況 

事業所整理 
記号等     

( 次下請負)   
～ 

   

健康保険 厚生年金保険 雇用保険 保険加入の 
有無 加入    未加入 

適用除外 
加入    未加入 

適用除外 
加入    未加入 

適用除外 
営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

 健康保険等

の加入状況 

事業所整理 
記号等     

注１ この届出は、一次下請負以下全ての下請負について記載すること。また、追加及び変更が生じた場合は、速や

かに追加及び変更届を提出すること。 

注２ 不要の文字は､抹消すること。取り消し線を使用した場合は、訂正印を押印すること。 

注３ 下請負契約書（下請工事内訳書を含む）の写しを添付すること。 

注４ 監理技術者については、資格者証(写)および監理技術者講習修了証を添付すること。 

注５ 下請負人の数が記載しきれない場合は、別紙(工事下請負の概要)を添付すること。 

注６ 直近の健康保険・厚生年金保険・雇用保険の保険料納入に係る「領収証書」または「納入証明書」「領収 

済通知書」の写し等を添付すること。 
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様式２－１ 

平成  年  月  日 
 

施 工 体 制 台 帳 
【会 社 名】                              

【事業所名】                              

許 可 業 種 許 可 番 号 許可(更新)年月日 

工事業
大臣 特定 

知事 一般 
第     号 年  月  日

建 設 業 の 

 

許 可 

工事業
大臣 特定 

知事 一般 
第     号 年  月  日

 

工 事 名 称 

及 び 

工 事 内 容 

 

発 注 者 名 

及 び 

住 所 

福井市役所     部         課 

 

〒910-8511 福井市大手３丁目１０－１ 

工 期 
自  年  月  日 

至  年  月  日 
契 約 日 年     月     日

 

区 分 名       称 住       所 

元 請 契 約   

契 約 

 

営 業 所 
下 請 契 約   

 
健康保険 厚生年金保険 雇用保険

保 険 加 入 

の 有 無 
加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

区分  健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

元請契約     

健 康 保 険 等 

 

の 加 入 状 況 事業所整

理記号等 

下請契約     

 
発 注 者 の 

監 督 職 員 名 
 

権 限 及 び 

意 見 申 出 
 

 

監 督 員 名  
権 限 及 び 

意見申出方法 
 

現 場 

代 理 人 名 
 

権 限 及 び 

意見申出方法 
 

監 理 

技 術 者 名 

専 任 

非専任 
資 格 内 容  

専 門 

技 術 者 名 
 

専 門 

技 術 者 名 
 

 資 格 内 容  資 格 内 容  

 担当工事内容  担当工事内容  

（記入要領）１．上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載してある場合は、その写しを添付することにより記載 
を省略することができる。 

２．監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けること。 
３．専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任 

技術者を記載する。（監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。） 
４．監理技術者及び専門技術者について次のものを添付すること。 
  ①資格を証するものの写し 
  ②自社従業員である証明書類の写し(従業員証、健康保険証など) 
５．健康保険等の加入状況の「健康保険」において健康保険組合にあっては組合名を記載し、「健康保険」「厚生年金保険」 

において一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号および事業所番号を記載し、「雇用保険」において継続事

業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記載する。 
６．健康保険等の加入状況について、元請契約に係る営業所で下請契約を行う場合は下請契約の欄に「同上」と記載する。
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様式２－２ 

 
≪下請負人に関する事項≫ 

会 社 名  代 表 者 名  

住 所 

 

電 話 番 号 

〒 

 

（TEL   -    -     ）

工 事 名 称 

及 び 

工 事 内 容 

 

工 期 

自    年   月   日 

 

至    年   月   日 

契 約 日 年    月    日

 
施工に必要な許可業種 許  可  番  号 許可（更新）年月日 

工事業
大 臣

知 事

特 定

一 般
第    号    年  月  日 

建 設 業 の 

 

許 可 

工事業
大 臣

知 事

特 定

一 般
第    号    年  月  日 

 
健康保険 厚生年金保険 雇用保険

保 険 加 入 

の 有 無 
加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

健 康 保 険 等 

 

の 加 入 状 況 事業所整

理記号等     

 

現場代理人名  安 全 衛 生 責 任 者 名  

 
権 限 及 び 

意 見 申 出 方 法 
 安 全 衛 生 推 進 者 名  

※主任技術者名 
専 任 

非専任 
雇 用 管 理 責 任 者 名  

 資 格 内 容  ※ 専 門 技 術 者 名  

 

資 格 内 容

 

 

 

 

 
担 当 工 事 内 容

 

 

 

※［主任技術者、専門技術者の記入要領］ 
1 主任技術者の配属状況について〔専任・非専任〕のいずれかに○印を付すこと。 
2 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を記載

する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。） 
 複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。 
3 主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する） 
 ①経験年数による場合 
  1)大学卒〔指定学科〕3 年以上の実務経験  
  2)高校卒〔指定学科〕5 年以上の実務経験  
  3)その他      10 年以上の実務経験  
 ②資格等による場合 
  1)建設業法「技術検定」 

2)建築士法「建築士試験」 
3)技術士法「技術士試験」 
4)電気工事士法「電気工事士試験」 

   5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」 
   6)消防法「消防設備士試験」 
   7)職業能力開発促進法「技能検定」 

   4 健康保険等の加入状況の「健康保険」において健康保険組合にあっては組合名を記載し、「健康保険」「厚生年金保険」において一

括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号および事業所番号を記載し、「雇用保険」において継続事業の一括の認可に係

る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記載する。 
   5 健康保険等の加入状況について、請負契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には欄を追加する。 



 
施工体制台帳の内容 

記  載  事  項 添 付 書 類 
（１） 自社（Ａ社）に関する事項 
  イ 名称、許可番号 
  ロ 許可を受けている建設業の種類 

 

（２） 自社（Ａ社）が発注者と締結した建設工事の請負契約に関す

る事項 
  イ 工事の名称、内容、工期 
  ロ 請負契約を締結した年月日、発注者の名称、住所、請負契

約を締結した自社（Ａ社）の営業所の名称、所在地 
【ハ 発注者が監督職員を置く場合は、その者の氏名、権限、意

見の申出方法】 
【ニ 自社（Ａ社）が現場代理人を置く場合は、その者の氏名、

権限、意見の申出方法】 
  ホ 監理技術者の氏名、監理技術者資格、専任か否かの別 

 
   請負契約書の写し 
 
 
監理技術者資格（資格者証が 
必要な工事の場合は資格者証の

写しに限る）及び雇用関係を証

する書面又はこれらの写し 
【主任技術者資格及び雇用関係

を証する書面又はこれらの写

し】  【へ 自社（Ａ社）が監理技術者に加えて専門技術者を置く場合

は、その者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の

内容、主任技術者資格】 
 （３） 自社（Ａ社）の下請負人Ｂ社に関する事項 

14 

  イ 下請負人Ｂ社の名称、住所 
 【ロ 下請負人Ｂ社が建設業者の場合は、その許可番号、施工に

必要な許可業種】 

 

 （４） 自社（Ａ社）が下請負人Ｂ社と締結した建設工事の請負契約

に関する事項 請負契約書の写し 
  イ 工事の名称、内容、工期 
  ロ 請負契約を締結した年月日 
 【ハ 自社（Ａ社）が監督員を置く場合は、その者の氏名、権限、

意見の申出方法】 
 【ニ 下請負人Ｂ社が現場代理人を置く場合は、その者の氏名、

権限、意見の申出方法】 
【ホ 下請負人Ｂ社が建設業者の場合は、下請負人Ｂ社の置く主

任技術者の氏名、主任技術者資格、専任か否かの別】 
【ヘ 下請負人Ｂ社が主任技術者に加えて専門技術者を置く場

合は、その者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事

の内容、主任技術者資格】 
  ト 請負契約を締結した自社（Ａ社）の営業所の名称、所在地

再下請負通知書一式（その添付書類を含む。） 

 
（注）１ 添付書類に記載されている事項は、施工体制台帳への記載が省略できる。 
   ２ ｢ハ｣の監督職員に関する事項及び｢ニ｣の現場代理人に関する事項は、建設業法第 19 条の

２に規定する通知書類の添付により、施工体制台帳への記載が省略できる。 
   ３ 【カッコ】書きは、該当する場合にのみ必要なものである。 



担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容

元方安全衛生管理者
(現場代理人)

統括安全衛生責任者
(現場代理人)

書          記

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

※用紙はA-３使用

－ 15 －

会 社 名

工事

施工体系図 兼 安全衛生協議会組織表

専門技術者

主任技術者

安全衛生責任者

工事内容

主任技術者

専門技術者

自　　　　　年　　　　　月　　　　　日

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

　　年　　月　　日～　　年　　月　　日工　期

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

専門技術者

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

専門技術者

工事

　　年　　月　　日～　　年　　月　　日工　期

工　期 　　年　　月　　日～　　年　　月　　日

工事

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

主任技術者

工　期

会長

監理技術者名

専門技術者名

専門技術者名

会 社 名

工事内容

安全衛生責任者

至　　　　　年　　　　　月　　　　　日

様式３

※　主任技術者の氏名は、当該下請人が建設
業者であるときに限り行う

※　専門技術者とは、監理技術者又は主任技
術者に加えて置く建設業法第２６条の２の規定
による技術者をいう

（注）一次下請負人となる警備会社について
は、商号または名称、現場責任者名、工期を
記入する。

発注者名

工 事 名

元請会社名

現場代理人名

副会長



様式４

　　　 　　　　　　　　 工事下請負人編成表

元請会社名 会社名 会社名 会社名 会社名

主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

生年月日 生年月日 生年月日 生年月日

生年月日 専任・非専任 専任・非専任 専任・非専任 専任・非専任

会社名 会社名 会社名 会社名

監理 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

主任 生年月日 生年月日 生年月日 生年月日

生年月日 専任・非専任 専任・非専任 専任・非専任 専任・非専任

【注意事項】

※　添付する写真は、 会社名 会社名 会社名 会社名

　縦　3.0cm 　横　2.0cm 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名 主任技術者名

　程度の大きさとし、 生年月日 生年月日 生年月日 生年月日

　顔が判別できるものとする。 専任・非専任 専任・非専任 専任・非専任 専任・非専任

※　本様式は、２部作成し、

　　１部保管し、１部提出する。

　　ただし、カラーコピーもしくは

　　デジタルカメラ写真を印刷した

　　ものを提出してもよい。

※　監理・主任技術者名の欄は、

　　いずれかを消して使用すること。

※　ＪＶ（特定・経常）の場合、構成員はそれぞれ技術者を選定すること。

※用紙はA-３使用 － 16 －

写　真

添付欄添付欄 添付欄 添付欄

写　真

添付欄 添付欄

写　真

添付欄

写　真

写　真

添付欄 添付欄 添付欄

写　真

添付欄

写　真

添付欄

写　真 写　真

写　真写　真 写　真

技術者名

写　真

添付欄

現場代理人名

写　真

添付欄
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国 

地方公共団体  請負契約① Ａ社  請負契約② Ｂ社 請負契約③  Ｃ社  請負契約④ Ｄ社 

民間 

 

 ※下請契約の総額が 

土木一式工事 3,000 万円以上 

建築一式工事 4,500 万円以上 

  下請人に対する通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
発注者 

特 定 建 設

業者 
（元請） 

建 設 業 を

営む者（一

次下請） 

建 設 業 を

営む者（二

次下請） 

建 設 業 を

営む者（三

次下請） 

再下請負通

知書の作成 
再下請負通

知書の提出 

再下請負通

知書の作成 

Ａ社に直接

又はＢ社を

経由して提

出

施工体制台帳等の作業の流れ

再下請負通

知書の提出 

（
施
工
体
制
台
帳
の
閲
覧
請
求
） 

施
工
体
制
台
帳
の
作
成 

施
工
体
系
図
の
作
成 

施
工
体
系
図
の
掲
示 

（
施
工
体
制
台
帳
の
閲
覧
） 
施工体制台帳作

成工事である旨

の掲示 

施工体制台

帳作成工事

である旨の

通知

施工体制台

帳作成工事

である旨の

通知

施工体制台

帳作成工事

である旨の

通知 
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様式５－１ 

年  月  日 

再 下 請 負 通 知 書 
 
直近上位 
注文者名               
                        【報告下請負人】 
現場代理人 〒 

( 所 長 名 )             様 住  所               

  TEL             

  FAX             

 会 社 名               

 代表者名               

 

《自社に関する事項》 
工 事 名 称 

及 び 

工 事 内 容 

 

工  期 
自      年   月   日 

至      年   月   日   

注文者との 

契 約 日 
年   月   日

 

 

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可(更新)年月日 

大臣 特定 
工事業

知事 一般 
(   -   )第    号 年  月  日

大臣 特定 

建 設 業 の 

 

許     可 
工事業

知事 一般 
(   -   )第    号 年  月  日

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
保 険 加 入 

の 有 無 
加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

健 康 保 険 等 

 

の 加 入 状 況 事業所整

理記号等     
 

監 督 員 名  安全衛生責任者名  

 
権限及び 

意見申出方法 
 安全衛生推進者名  

現場代理人名  雇用管理責任者名  

 
権限及び 

意見申出方法 
 ※専門技術者名  

※主任技術者名 
専 任 

非専任 
資 格 内 容  

 資 格 内 容  担当工事内容  

 

(記入要領) １．報告下請負業者は直近上位の注文者に提出すること。 

 ２．再下請負契約がある場合は《再下請負関係》欄（当用紙の右部分）を記入するとともに，次の契約書類の写しを提

出する。なお，再下請負が複数ある場合は，《再下請負関係》欄をコピーして使用する。 

    ①契約書，注文書・請書等   ②下請基本契約書 

 ３．一次下請負人は，二次下請負人以下の業者から提出された書類とともに下請負人編成表を作成の上，元請人に届出

ること。 

 ４．この届出事項に変更があった場合は直ちに再提出すること。 

５．健康保険等の加入状況の「健康保険」において健康保険組合にあっては組合名を記載し、「健康保険」「厚生年金保

険」において一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号および事業所番号を記載し、「雇用保険」にお

いて継続事業の一括の認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記載する。 

元請名称  
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様式５－２ 

 
 
《再下請負関係》 再下請負人及び再下請負契約関係について次のとおり報告いたします。 

会社名  代表者名  

住 所 

 

電 話 番 号 

〒 
 

                  （℡    －    －    ） 

工 事 名 称 

及 び 

工 事 内 容 

 

工 期 
自      年   月   日 

至      年   月   日 
契約日 年   月   日

 

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日 

大臣 特定 
工事業

知事 一般 
(   -   )第    号   年  月  日

大臣 特定 

建 設 業 の 

 

許     可 

工事業
知事 一般 

(   -   )第    号   年  月  日

 

健康保険 厚生年金保険 雇用保険
保 険 加 入 

の 有 無 
加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

加入   未加入 

適用除外 

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険 

健 康 保 険 等 

 

の 加 入 状 況 事業所整

理記号等     
 

現場代理人名  安全衛生責任者名  

 
権限及び 

意見申出方法 
 安全衛生推進者名  

※主任技術者名 
専 任 

非専任 
雇用管理責任者名  

 資格内容  ※専門技術者名  

資格内容  
 

担当工事内容  

 

※［主任技術者、専門技術者の記入要領］ 

1 主任技術者の配属状況について〔専任・非専任〕のいずれかに○印を付すこと。 

2 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工するために必要な主任技術者を

記載する。（一式工事の主任技術者が専門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができる。） 

 複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて全員を記載する。 

3 主任技術者の資格内容（該当するものを選んで記入する） 

 ①経験年数による場合 

  1)大学卒〔指定学科〕3 年以上の実務経験  

  2)高校卒〔指定学科〕5 年以上の実務経験  

  3)その他      10 年以上の実務経験  

 ②資格等による場合 

  1)建設業法「技術検定」 

2)建築士法「建築士試験」 

3)技術士法「技術士試験」 

4)電気工事士法「電気工事士試験」 

   5)電気事業法「電気主任技術者国家試験等」 

   6)消防法「消防設備士試験」 

   7)職業能力開発促進法「技能検定」 

   4 健康保険等の加入状況の「健康保険」において健康保険組合にあっては組合名を記載し、「健康保険」「厚生年金保険」におい

て一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号および事業所番号を記載し、「雇用保険」において継続事業の一括の

認可に係る営業所の場合は、本店の労働保険番号を記載する。 

    

 



再下請負通知書の内容 
記  載  事  項 添 付 書 類 

 （１） 自社に関する事項 
  イ 名称、住所、【自社が建設業者の場合は、その許可番号】 
（２） 自社が注文者と締結した建設工事の請負契約に関する事項 
  イ 工事の名称、請負契約を締結した年月日、注文者の名称 

 

（３） 自社の下請負人に関する事項 
  イ 下請負人の名称、住所 
 【ロ 下請負人が建設業者の場合は、その許可番号、施工に必要

な許可業種】 
（４） 自社が下請負人と締結した建設工事の請負契約に関する事

項 
  イ 工事の名称、内容、工期 
  ロ 請負契約を締結した年月日 
 【ハ 自社が監督員を置く場合は、その者の氏名、権限、意見の

申出方法】 
 【ニ 下請負人が現場代理人を置く場合は、その者の氏名、権限、

意見の申出方法】 

 

 【ホ 下請負人が建設業者の場合は、下請負人の置く主任技術者

の氏名、主任技術者資格、専任か否かの別】 
 【ヘ 下請負人が主任技術者に加えて専門技術者を置く場合は、

その者の氏名、その者が管理をつかさどる建設工事の内

容、主任技術者資格】 

 
   請負契約書の写し 

 
（注）１ 添付書類に記載されている事項は、再下請通知書への記載が省略できる。 
   ２ ｢ハ｣の監督員に関する事項及び｢ニ｣の現場代理人に関する事項は、建設業法第 19 条の２

に規定する通知書類の添付により、再下請負通知書への記載が省略できる。 
   ３ 【カッコ】書きは、該当する場合にのみ必要なものである。 
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様式６ 

    課 名  

   課 長 副課長 主 任 点 検 者 

 

 
元請負人用 

 

       

下 請 負 状 況 点 検 票  

工 事 名   整理番号   

工事場所   元請負人名   

請負金額 千円 契約工期    年   月   日 から    年   月   日 

１．一般的事項 点 検 者：職            氏名  

 点 検 日：平成     年      月        日 監督職員：職            氏名  

点     検     事     項 点 検 結 果 

① 

主たる部分を実施する（最大契約額の）一次下請人の契約額が請負契約額の過半を占めるか。 
  下請負会社名： 
   最 大 下 請 負 契 約 額      ÷   請 負 契 約 額 
 （           千円）  ÷ （          千円）  ＝  （    ％） 
     ５０％以上の場合 ＹＥＳ   ５０％未満の場合 ＮＯ                  ＹＥＳ  ＮＯ 

② 
同業種の同規模（同ランク）または上位規模の会社が一次下請人に存在するか。 
 会社名（                     ）                           ＹＥＳ  ＮＯ 

③ 
工区割りされた同時期の隣接工事に同一会社の一次下請負人が存在するか。 
 会社名（                     ）                            ＹＥＳ  ＮＯ 

④ 

 

その他、監理技術者等の専任に疑義がある工事等、詳細な点検の必要性を認めたものか。 
                                                       ＹＥＳ  ＮＯ 

左記点検項目のいずれ

かに 

YES の場合 

２．実質的関与点検へ

 

NO の場合は 

点検終了 

２．実質的関与点検 ○：元請人が実施   △：元下共同で実施   ×：一次下請人が実施   －：実施せずまたは判定不能

点     検     項     目 点 検 結 果 

1 技術者専任 技術者の専任が認められるか。 ○ △ × － 

2 発注者協議 発注者との協議、打合せを主体的に実施しているか。（協議状況等） ○ △ × － 

3 住民説明等 住民説明、苦情処理を適切に対応しているか。（日報等） ○ △ × － 

4 官公庁届出 労働安全衛生法届、道路管理者への申請・協議等を実施しているか。（申請書の内容等） ○ △ × － 

5 近隣工事調整 近隣工事との調整を適切に実施しているか。 ○ △ × － 

6 施工計画 設計図書等の内容把握､施工計画の立案〔変更〕を適切に実施しているか。 ○ △ × － 

7 工程管理 
工事の手順、段取り（工程管理）を適切に調整・指揮しているか。（施工計画と実際の差が説

明できるか。） 
○ △ × － 

8 出来形品質管理 
検査実施､結果保存、不具合等の発生に適切に対応しているか。（出来形関係図書、品質管

理関係図書、写真等） 
○ △ × － 

9 完成検査 下請施工分の完成検査を行っているか。（出来形関係図書等） ○ △ × － 

10 安全管理 
安全確保体制の保持、安全教育・安全点検・指導が出来ているか。（仮設物の状況、安全教

育・パトロールの実施状況等） 
○ △ × － 

11 下請指導調整 
施工上の技術的指導、施工取り合い部分の調整・指揮しているか。（下請負人からの苦情に

対する処置等） 
○ △ × － 

 総合判定  ア  イ  ウ 

ア．全項目○は元請負人が実質的に関与し施工していた。 

イ．ア．ウ以外：元請負人と一次下請負人が共同して施工していた。 

 

判
定 

ウ．全項目△または×：元請負人の実質的関与が見られない。 

一 括 下 請 負 の 疑 い が あ る 場 合 点検結果を施工ﾌﾟﾛｾｽﾁｪｯｸﾘｽﾄに記載

 ・元請負人からの意見聴取 

 

 

・一次下請負人からの意見聴取 

 

 ア 適 正 

 イ 指導のうえ、改善されれば適正 

 ウ 指導のうえ、なお改善されない場

合は不適 
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様式７ 

     課 名  

   課 長 課 長 主 任 点 検 者 

下請負人用   

       

 

下 請 負 状 況 点 検 票  

※ 下請負届、施工体制台帳等の下請負人の契約金額の記載からみて、本様式の点検項目の１．一般的事項に該当する疑いのある場合のみ

点検票による点検を実施する。（一次・二次下請負のみならず、二次・三次下請負等においても点検すること。） 

工 事 名   整理番号   

工事場所   下請負人名   

下請負契約金額 千円 契約工期    年   月   日 から    年   月   日 

１．一般的事項 点 検 者：職            氏名  

 点 検 日：平成     年      月        日 監督職員：職            氏名  

点     検     事     項 点 検 結 果 

① 

主たる部分を実施する（最大契約額）二次下請負会社の契約額が一次請負契約額の過半を占めるか。 

  下請負会社名：（一次：                    → 二次：                      ） 

   最 大 二次下 請 負 契 約 額      ÷   一次請 負 契 約 額 

 （               千円）  ÷ （               千円）  ＝  （          ％）  

         ５０％以上の場合 ＹＥＳ   ５０％未満の場合 ＮＯ                  ＹＥＳ  ＮＯ 

② 
同業種の同規模（同ランク）または上位規模の会社が二次下請負会社に存在するか。 
 下請負会社名（                     ）                           ＹＥＳ  ＮＯ 

③ 
その他、主任技術者等の専任に疑義がある工事等、詳細な点検の必要性を認めたものか。 
                                                           ＹＥＳ  ＮＯ 

左記点検項目のいずれ

かに 

YES の場合 

２．実質的関与点検へ 

 

NO の場合は 

点検終了 

２．実質的関与点検  ○ ： 一次下請負人等が実施 

 △ ： 一次二次共同で実施 

 × ： 二次下請負人等が実施 

  ─ ： 実施せずまたは判定不能 

点     検     項     目 点 検 結 果 

1 技術者専任 主任技術者の専任が認められるか。（専任が求められている工事のみ） ○ △ × － 

2 工程管理 担当工事の内容、工程等が説明できるか。 ○ △ × － 

3 出来形品質管理 担当工事の検査について、元請会社と調整しているか。 ○ △ × － 

4 安全管理 担当工事の安全管理を行っているか。 ○ △ × － 

5 下請指導 施工の留意点、技術的内容について下請負人を具体的に指導しているか。 ○ △ × － 

  総合判定   ア  イ  ウ 

ア．全項目○は一次請負人が実質的に関与し施工していた。 

イ．ア．ウ以外：一次下請負人と二次下請負人が共同して施工していた。 

 

判
定 

ウ．全項目△または×：一次請負人の実質的関与が見られない。 

 

一 括 下 請 負 の 疑 い が あ る 場 合 点検内容を施工ﾌﾟﾛｾｽﾁｪｯｸﾘｽﾄに記載

 ・一次請負人からの意見聴取 

 

 

・二次下請負人からの意見聴取 

 

 

 ア 適 正 

 イ 指導のうえ、改善されれば適正 

 ウ 指導のうえ、なお改善されない場合

は不適 

 

※ 二次・三次下請負関係の点検については、一次・二次を二次・三次と読み替える。 
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様式８ 

○発第○○号 
平成○○年○○月○○日 

受注者 様 
                        ○○部○○課 

                               課長 ○○ ○○ 印 
 

 
施工体制・一括下請 の改善指示 

 
下記工事の 施工体制・一括下請 について点検した結果、下記項目について法令違反の疑い

があります。 
改善措置をとるとともに、その内容を平成○○年○○月○○日までに文書（別紙様式－１２）で

回答して下さい。 
なお、期限までに回答が無い場合、又は回答後も現場の体制が改善されない場合は、建設業許可

行政庁等に通知します。 
 

記 
工 事 名  
工 事 場 所  
請 負 金 額  
工 期  

内 容 

（例） 
・施工体制台帳に下請契約書の写しが添付されていない。 
（○○月○○日 口頭により指示したが、○○月○○日現在も提出されていない。）

 
・専任の主任技術者が現場に常駐していない。 
（○○月○○日、○○月○○日点検） 
 
・一括下請負の可能性が高い。 
（発注者との協議に監理技術者が来ないで、下請負の技術者が来ている。） 
（○○月○○日、○○月○○日点検） 
 

備 考  
※ この改善指示は、違反の疑いが生じた都度、発するものとする。 

  ※ 回答期限は、原則として指示月日から７日以内とする。 
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様式９ 

○○年○○月○○日 
○○部○○課 

課長 ○○○○ 様 
                        ○○建設（株） 

代表取締役 ○○ ○○ 印 

 

施工体制・一括下請 の改善措置について（回答） 
 

○○年○○月○○日付、○○発第○○号にて、是正の指示がありました下記工事について、 
改善措置を講じたので報告します。 
 

記 
工 事 名  
工 事 場 所  
請 負 金 額  
工 期  

改 善 指 示 

（例） 
１．施工体制台帳に下請負契約書（写）が添付されていないので添付すること。 
２．主任技術者が現場に常駐していないので、常駐するよう是正すること。 
 

改 善 措 置 

（具体的に記述すること） 
（例） 
１．全ての下請契約書（写）を○○月○○日に提出した。 
 
２．主任技術者Ａが、病気治療のため通院している。 
    治療経過の様子を観てから結論を出そうとしているうちに、 
    交代の手続きが遅れてしまった。 
    主任技術者Ａの代わりにＢを主任技術者とする。 
  変更届を○○月○○日に○○課に提出した。 

発 注 者 
確 認 欄 

※ 

確認

月日 
年  月  日

確認者

氏名 
印

受 注 者 所属  
立会者

氏名 

※ 報告書を受理後、発注者は２～３日以内に、その内容を確認すること。 
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様式１０ 

○発第○○号 
平成○○年○○月○○日 

 
受注者 様 

○○部○○課 
                               課長 ○○ ○○ 印 

 
 

施工体制・一括下請 の点検結果について（通知） 
 

 このことについて､下記の事例が確認されましたので、聞取り調査を行います。 
現場代理人・監理技術者又は主任技術者のご出席をお願い致します。 
 

記 
 
日  時  平成○○年○○月○○日（○）○○時より 
場  所  ○○階○○室 

 

受 注 者 名  

代 表 者 名  

住 所  

事 業 名  

所 管 課  

工 事 名  

工 事 場 所  

請 負 金 額  

工 期  

違 反 内 容 別添 改善指示書（写）のとおり 

指 示 に 

対 す る 

措 置 

   ・ 期限内に回答が無かった。 

   ・ 回答があったが、実質的に現場体制が改善されなかった。 

                 （回答書の写しを添付する） 
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様式１１ 

＜名札の例＞ 

 

監理（主任）技術者 

 

氏 名 

 

会 社       印 

発行年月日 

写 真 

2 ㎝×

3cm 

程 度 

 

※ 大きさは名刺サイズ程度とする。 
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様式１２ 

工事現場に掲げる標識の様式 

 

建 設 業 の 許 可 票 

商 号 又 は 名 称  

代 表 者 の 氏 名  

主任技術者の氏名 専 任 の 有 無   

 資 格 名 資格者証交付番号   

許可を受けた建設業  

許 可 番 号 
国土交通大臣 

知事 
許可(  )第      号

許 可 年 月 日  

 

＊縦：25cm 以上、  横：35cm 以上 

 

記載要領 

１ 「主任技術者の氏名」の欄は、法第 26 条第 2 項の規定に該当する場合には、「主任技術

者の氏名」を「監理技術者の氏名」とし、その監理技術者の氏名を記載すること。 

２ 「専任の有無」の欄は、法第 26 条第 3 項の規定に該当する場合に、「専任」と記載する

こと。 

３ 「資格名」の欄は、当該主任技術者又は監理技術者が法第 7 条第 2 項ハ又は法第 15 条第

2 項イに該当する者である場合に、その者が有する資格等を記載すること。 

４ 「資格者証交付番号」の欄は、法第 26 条第 4 項に該当する場合に、当該監理技術者が有

する資格者証の交付番号を記載すること。 

５ 「許可を受けた建設業」の欄には、当該建設工事の現場で行っている建設工事に係る許可

を受けた建設業を記載すること。 

６ 「国土交通大臣知事」については、不要のものを消すこと。 
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様式１３ 

 

労 災 保 険 に 関 す る 掲 示 例 

 

労 災 保 険 関 係 成 立 票 

保険関係成立年月日 平成○○年○○月○○日 

労災保険番号 13101800001003 

 

事 業 の 期 間 

平成○○年○○月○○日から 

 

平成○○年○○月○○日まで 

 

事業主の住所氏名 

福井県福井市○○丁目○○‐○○ 

○○建設株式会社 

    福井太郎 

注文者の氏名 福 井 市 役 所 ○ ○ 部 ○ ○ 課 

事業主代理人の氏名 ○○建設株式会社 

     現場代理人 大 手 一 郎 

 

* 文字：黒、 地色：白、 横：５0㎝、 縦：４0cm 

労働者災害補償保険法施行規則第 49 条 

・ 事業者は、労災保険に関する法令のうち、労働者に関係のある規定の要旨、労災保険に

係る保険関係成立の年月日及び労働保険番号を常時事業場の見やすい場所に掲示し、又

は備え付ける等の方法によって、労働者に周知させなければならない。 

 

労働保険の保険料の徴収等に関する法律施行規則第 74 条 

・ 労働保険に関する保険関係が成立している事業のうち建設の事業に係る事業主は、労災保険関係成

立票を見やすい場所に掲げなければならない。 
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発注官公庁から現場標識（シール）の掲示を求められたときは 
 

（１） 官公庁から工事を受注した場合には、その工事に携わる下請の事業主と労働者の意

識の向上を図るため、現場事務所や工事現場の出入口等見やすい場所に｢建設業退職

金共済制度適用事業主工事現場標識｣（シール）を掲示してください。 
（２） この標識（シール）は、支部に用意してあり、無料で配布しています。 

（３） この標識（シール）は、制度の周知と意識の向上を図るためのものですから、必ず

しも公共工事の現場に限られるものではありません。民間工事の現場にも掲示して

ください。 

建退共に加入しています 

この工事の元請事業主は 

建 退 共 福 井 県 支 部 
電話 ０７７６（２４）１１８４ 

勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この現場で働く方で雇用主が建退共に加入している場合 

退職金制度の適用を受けられますので雇用主に確認しましょう 

建 退 共 に 未 加 入 の 下 請 事 業 主 は 、 加 入 し ま し ょ う 

事業主は、退職金共済手帳に証紙を貼りましょう手帳の更新を忘れずに  

 



標 識（シール）掲 示 の お 願 い 
 

□1  この標識は、建設工事現場で働く建設業者及び建設労働者

の方たちに建設業退職金共済制度に対する意識を高めて頂

くために作成したものです。 

 

□2  この裏紙をはがして、表側の標識を 

工事現場の出入口 

現 場 事 務 所 

労働者宿泊施設等 

工事現場で働く方たちの見やすい場所に貼り付けて下さい 
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この工事の元請事業主は 

建退共に加入しています 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構 

建 退 共 福 井 県 支 部 
電話 ０７７６（２４）１１８４ 
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この現場で働く方で雇用主が建退共に加入している場合 

退職金制度の適用を受けられますので雇用主に確認しましょう 

建退共に未加入の下請事業主は、加入しましょう 

事業主は、退職金共済手帳に証紙を貼りましょう 手帳の更新を忘れずに 



施工プロセスチェックリストにより点検開始

ＮＯ ＮＯ

現場代理人及び主任技術者等選定通知書
施工計画書

ＹＥＳ ＹＥＳ チェックリスト（2～12、17～22を除く）

下請負届① 下請負人編成表 ④

ＮＯ ＮＯ

施工計画書

ＹＥＳ ＹＥＳ チェックリスト（2～12、17～22を除く） ⑫ ⑬
名札⑪　チェックリスト（23） 下請負届① 下請負人編成表 ④

不適切な場合は、是正を求める 施工計画書

下請負人編成表 ④
500万円未満－チェックリスト（2～9、12、17～21を除く）

ＮＯ 500万円以上－チェックリスト（6～9、17～21を除く） ⑫ ⑬

ＹＥＳ

注：建築一式工事で請負金額５,０００万円未満の場合は専任の必要なし

下請負届①

下請負届①
点検マニュアルＰ６対応方法
(ステップ１）→(ステップ２）

下請負人編成表 ④

点検マニュアルＰ５対応方法
(ステップ１）→(ステップ２）→（ステップ３）

工事着手前 施工体制台帳の写し
下請負契約書の写し

工事施工中 再下請負通知書添付

③ 施工体系図

④ 下請負人編成表

（当初及び変更時）

点検マニュアルＰ６対応方法 （施工中1回/月）
(ステップ１）→(ステップ２）

ＹＥＳ マニュアルＰ１０のフロー

１．文書で改善指示 ⑧
① ２．改善措置の回答 ⑨

３．改善が見られない場合⑩
ＮＯ 　　受注者に通知

点検マニュアルＰ７対応方法 　　面談等により調査
(ステップ１）→(ステップ２）

ＹＥＳ

①

ＮＯ
　　

１．文書で改善指示 ⑧ （施工中1回/月）

２．改善措置の回答 ⑨
３．改善が見られない場合⑩ 点検マニュアルＰ７対応方法

　　受注者に通知 (ステップ１）→(ステップ２）
　　面談等により調査

(施工中1回） 標識⑫

Ｐ３４～Ｐ３７

労災保険⑬

対応方法：不適切な場合は、是正を求める。

ＹＥＳ 下請負状況の点検　チェックリスト（11）
下請負状況点検票 元請負人用 ⑥ の実質的関与点検

下請負状況点検票 下請負人用 ⑦ の実質的関与点検
マニュアルＰ１１のフロー

１．文書で改善指示 ⑧
２．改善措置の回答 ⑨
３．改善が見られない場合 ⑩
　　受注者に通知
　　面談等により調査

工事変更契約

工事完成

①～⑬は様式番号を示す
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施工体制点検フロー図

※監理技術者、主任技術者（下請
負を含む）の工事現場内での名札
及び腕章の着用を特記仕様書に
明記する。

現場代理人及び主任技術者等
選定通知書

⑥,⑦の一般的
事項点検で両方
ともＮＯ

※点検は、書類・現場共監督職員
を含め２名以上で行う。

建築一式工事の場合
 注１：４,５００万円以上

確認の結果、疑義がある
場合は、面談等により調
査し、福井市工事請負契
約約款第46条第1項第3
項に基づく契約の解除も
選択に含めて必要な措置
を講じる。

　少なくとも３次下請まで自ら施工
していないと思われるもの

マニュアルＰ１０のフロー

契約

請負金額（税
込み）2,500万
円以上である

コリンズ(受注時）の
確認等

下請負が
あるか

　・工事カルテの内容確認
　・契約後１０日以内に登録
　・適正に登録されているかチェックリスト（2）
　・建設業退職金共済制度掛金収納書の写しの
提出
　　チェックリスト（3）

下請負金額の
総額が3,000万
円以上である

現場代理人及び主任技術者等選定
通知書で監理技術者の専任を確認

施工計画書提出時に監理技術者
から施工計画について説明を受
け、監理技術者が実質的に関与
しているかを確認チェックリスト
（20）（21）

・工事現場点検等により、受注者の下請
負工事の実質的な関与（工程管理、品質
管理、安全管理及び下請負人の技術指
導・監督等）について確認
チェックリスト（11）
・工事現場点検等により、専任の監理技
術者の常駐状況について適切な頻度(1回
/月）で点検するチェックリスト（19）

施工体制台帳の点検

施工体系図の点検

下請負変更
届有り

施工体制の点検

建設業許可を示す標識等の点検

重点点検対
象工事（運用
第３項）か

一括下請負点検を行う

コリンズ(変更時）の確認

コリンズ(竣工時）の確認

・現場代理人の常駐の確認等
チェックリスト（13）（14）
・監理技術者資格者証及び監理技術
者講習修了証の把握チェックリスト
（17）
①監理技術者資格者証の提示
②資格者証の会社名・工種区分・期
限・裏書きによる変更等の確認
③監理技術者講習修了証の提示
・同一性の把握チェックリスト（18）
①通知による監理技術者、施工体制台
帳に記載された監理技術者及び資格
者証の技術者名が同一か確認
②監理技術者資格者証の写真による
本人確認

・下請負届の内容と一致しているか確認
・施工体制台帳が現場に備え付けられて
いるか。提出された台帳と現場に備えて
ある台帳と内容が一致しているか確認
チェックリスト（6）
・施工体制台帳に下請負契約書(写し）及
び再下請負通知書が添付されているか確
認
チェックリスト（7）
・記載事項は適正か。また下請負金額が
記入されているか確認
　チェックリスト（8）
・健康保険等の加入状況が記入されてい
るか確認

・施工体系図が見やすい場所及び公衆が
見やすい場所に掲示されているか確認
（当初及び変更時）チェックリスト（9）
・体系図に記載のない業者が作業してい
るか確認（1回/月）チェックリスト（10）
・下請人が指名停止期間中でないか確認
チェックリスト（22）

・施工体制が一括下請負に該当している
か施工体制台帳及び施工体系図が実際
の体制と異なるものでないかを点検する
チェックリスト（10）
・元請負人が下請工事の施工に実質的
に関与しているか確認チェックリスト（11）

・建設業退職金共済制度適用事業主の
工事現場である旨を明示する標識が現
場に設置してあるか確認する。
チェックリスト（4）
・労災保険関係の掲示項目が現場の見
やすい場所に設置してあるか確認す
る。チェックリスト（5）
・建設業許可を示す標識が現場の見や
すい場所に設置してあるか、監理技術
者等が正しく記載されているか確認す
る。
チェックリスト（12）

現場代理人及び主任技術者等選定
通知書で主任技術者の専任を確認

施工計画書提出時に主任技術
者から施工計画について説明を
受け、主任技術者が実質的に関
与しているかを確認
チェックリスト（20）（21）

施工体制の点検

施工体制の点検

・現場代理人の常駐の確認等
チェックリスト（13）（14）
・同一性の把握チェックリスト（18）
①通知による主任技術者が同一か確
認
②施工計画書に添付された写真（下
請負人編成表）により確認

・工事現場点検等により、受注
者の下請負工事の実質的な関
与（工程管理、品質管理、安全
管理及び下請負人の技術指
導・監督等）について確認
チェックリスト（11）
・工事現場点検等により、専任
の主任技術者の常駐状況につ
いて適切な頻度(1回/月）で点
検するチェックリスト（19）

施工体制の点検

下請負変
更届有り

・下請負人編成表に記載されていない業者が
作業していないか確認
チェックリスト（10）
・元請負人が下請工事の施工に実質的に関
与しているか確認
チェックリスト（11）
・下請人が指名停止期間中でないか確認
チェックリスト（22）

注１

下請負がない場合以下の
点検項目中、下請負に関
する点検を除き点検する

2-1 2-2

5-1 5-2

請負金額(税
込み）500万円
以上である

下請負が
あるか 施工体制の点検

コリンズ(受注時）
の確認等

　契約締結の7日以内に、工程表が提出されたか。チェックリスト（1）
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資料－１ 

１．建 設 工 事 と 技 術 者 制 度 

 

許可を受けてい

る業種 

 

指 定 建 設 業 

土木工事業、建築工事業、管工事業、

造園工事業 

鋼構造物工事業、舗装工事業、電気工

事業 

そ  の  他 

（左以外の２１業種） 

許可の 

種類 
特  定 一  般 特  定 一  般 

建
設
業
の
許
可
制
度 

営業所

に必要

な技術

者の資

格要件 

一級国家資格者 

国土交通大臣特別認定者

 

一級国家資

格者 

二級国家資

格者 

実務経験者

 

一級国家資格者 

実務経験者 

 

一級国家資

格者 

二級国家資

格者 

実務経験者

 

元請工

事にお

ける下

請金額

合計 

3,000 万

円以上 

（注１） 

3,000 万

円未満 

（注１） 

3,000 万

円以上は契

約できない

（注１） 

3,000 万

円以上 

 

3,000 万

円未満 

 

3,000 万

円以上は契

約できない

工事現

場に置

くべき

技術者 

監理技術者 主任技術者 主任技術者 監理技術者 主任技術者 主任技術者

技術者

の資格

要件 

一級国家資

格者 

国土交通大

臣特別認定

者 

一級国家資格者 

二級国家資格者 

実務経験者（注２） 

一級国家資

格者 

実務経験者

（注３） 

一級国家資格者 

二級国家資格者 

実務経験者（注２） 

技術者

の専任 
請負金額２，５００万円以上（注４） 

工 

事 

現 

場 

の 

技 
術 
者 

制 

度 

資格者

証の必

要性 

発注者が

国、地方公

共団体等の

とき必要 

必 要 な し 

発注者が

国、地方公

共団体等の

とき必要 

必 要 な し 

（注１） 建築一式工事の場合は、４，５００万円 

（注２） 高校卒（指定学科）５年以上、大学・高専卒（指定学科）３年以上、その他１０年以上の実

務経験者 

（注３） 主任技術者の要件の該当者の内、発注者から直接請負い、その請負金額が４，５００万円以

上（H6.12.28 以前の工事については 3,000 万円以上、S59.10.1 以前の工事については

1,500 万円以上）のものに関して２年以上指導監督的な実務経験を有する者 

（注４） 建築一式工事の場合は、５，０００万円 



２．工事現場における技術者 

（１）主任技術者と監理技術者の設置  （建設業法第 26 条第 3 項） 

  建設業の許可を受けている建設業者は、請け負った工事を施工する場合は、請負金額の

大小に関係なく、工事施工の技術上の管理をつかさどるものとして、必ず現場に｢主任技術

者｣を置かなければならない。 

 また、発注者から直接工事を請負、その内 3,000 万円（建築一式工事の場合は 4,500 万円）

以上を下請契約して工事を施工する場合は、主任技術者にかえて｢監理技術者｣を現場に置

かなければならない。 

  なお、建設業の許可を受けていない業者は、主任技術者を置く必要がない。ここで、建

設業の許可を受けなくてもよい業者とは、請負金額が５００万円未満の工事（建築一式工

事においては、①請負金額が１，５００万円未満の工事、または②延べ面積１５０㎡未満

の木造住宅工事）のみを請け負っている業者をいう。 

 

 

 

発 注 者

 

 

 

Ａ社（許可有り） 

請負金額：ａ円 

ｂ＋ｃ＋ｄ≧3,000（建築：4,500）万円 監理技術者 

ｂ＋ｃ＋ｄ＜3,000（建築：4,500）万円 主任技術者 

 

 

 

（元 請） 
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Ｂ社（許可有り） 

請負金額：ｂ円 

Ｃ社（許可有り）

請負金額：ｃ円 

Ｄ社（許可有り）

請負金額：ｄ円 

  

(一次下請) 
主任技術者 主任技術者 主任技術者 

 

 

 

Ｅ社（許可有り） Ｆ社（許可無し） 

請負金額：ｅ円 請負金額：軽微なもの 
(二次下請) 

主任技術者 必要なし 

 

図－１ 
技術者の設置事例 
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（２）主任技術者や監理技術者の資格要件 

主任技術者や監理技術者になるためには、業種ごとに（表－２）の要件を満たしていな

ければならない。特に、指定建設業（土木工事業、建築工事業、管工事業、鋼構造物工事

業、舗装工事業、電気工事業、造園工事業）の監理技術者の要件は国家資格者等に限られ

ており、より厳しいものとなっている。 

表－２ 主任技術者・監理技術者の資格要件 （建設業法第 7条一般・第 15 条特定 許可の基準） 

 資   格   要   件 

主 

任 

技 

術 

者 

１） 実務経験者 

① 高等学校（旧実業学校を含む。）指定学科卒業後５年以上 

② 高等専門学校（旧専門学校を含む。）指定学科卒業後３年以上 

③ 大学（旧大学を含む。）指定学科卒業後３年以上 

④ 上記以外の学歴（指定学科は巻末資料編｢参考資料｣参照）の実務経験を

有するもの 

２） １・２級施工管理技士等の国家資格者等（巻末資料編｢参考資料｣参照） 

３） １）または２）と同等以上と認められるもの 

指
定
建
設
業
以
外 

１） １級施工管理技士等の国家資格者（巻末資料編｢参考資料｣参照） 

２） 主任技術者の要件のいずれかに該当する者のうち、発注者から直接請け負

い、その請負金額が 4,500 万円以上（平成６年 12 月 28 日前の工事につい

ては 3,000 万円以上、昭和 59 年 10 月 1 日前の工事については 1,500 万円

以上）のものに関して 2年以上指導監督的な実務経験を有するもの 

３） １）または２）と同等以上と認められるもの 

監 

理 

技 

術 

者 指
定
建
設
業 

１） １級施工管理技士等の国家資格者（巻末資料編｢参考資料｣参照） 

２） 国土交通大臣特別認定者 

 

 

３．技術者の現場専任制度 

（１）技術者の専任が必要な工事  (建設業法施行令第 27 条) 

公共性のある工作物に関する建設工事で、請負金額が 2,500 万円（建築一式工事の場合

は、5,000 万円）以上のものについては、工事の安全かつ適正な施工を確保するために、

主任技術者又は監理技術者を現場ごとに専任で置く必要がある。また、技術者の現場専任

制度は、元請け、下請けにかかわらず適用される。 

ここで、｢公共性のある工作物に関する工事｣とは、 

１）国、地方公共団体の発注する工事 

２）鉄道、道路、ダム、上下水道、電気事業用施設等の公共的工作物の工事 

３）学校、事務所等のように多数の人がその対象となっている。 

をいい、個人住宅を除いてはほとんどの工事がその対象となっている。 
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（２）専任制度の考え方 

① 専任で設置すべき期間 

発注者から直接工事を請け負った場合の主任技術者又は監理技術者を専任で設置すべき

期間は、契約工期とするのが基本であるが、工事に未着手であることや早期に工事が完成

したことが明らかな場合は、着手前、完成後の期間については、専任性が不要である。ま

た、下請けが受持つ専門工事については、施工が断続的であることが多いため、現場稼動

期間と考えるのが適当である。この場合、専任の確認は、現場における現認によって確認

される。 
 

② ｢専任｣と｢常駐｣について 

工事現場への｢専任｣は、現場が稼動中原則として現場に常駐することが求められるが、

発注者との打合せ等のため現場を離れる場合においても、緊急時には速やかに対応できる

体制にあることが必要である。 
 

③ 企業との直接的かつ恒常的な雇用関係 

 専任の主任技術者又は監理技術者は、建設工事の適正な施工を確保するために、当該

工事を請け負った企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にある必要がある。 
特に、出向者については、出向先企業と直接的かつ恒常的な雇用関係にあるとは言えな

いため、注意が必要である。 
 

④ 専任制の特例 

専任が必要な工事のうち、密接な関係のある２つ以上の工事を同一の建設業者が同一の

場所または近接した場所において施工する場合には、同一の専任の主任技術者がこれらの

工事を管理することができることとなっている。 
 ただし、監理技術者についてはこの規定は適用されない。 

 

 

４．監理技術者資格者証制度 

 （１）資格者証が必要な工事 

平成６年の建設業法改正により、指定建設業のみに適用されていた資格者制度がすべて

の建設業に適用されることとなった。具体的には、｢監理技術者制度運用マニュアルにつ

いて｣に明記されている。（別添資料参照） 
以下の者が発注者となっている公共工事において、工事現場に専任で置かなければなら

ない監理技術者は、監理技術者資格者証（以下｢資格者証｣という。）の交付を受けたもの

でならなければならない。 
１）国、地方公共団体 
２）法人税法別表第１に掲げる地方公共団体以外の公共法人（公団、公庫等） 
３）東京湾横断道路㈱、帝都高速度交通営団、関西国際空港 
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（２）資格者証の交付  (建設業法第 27 条の 18) 

  資格者証は、監理技術者資格を有している者（１級施工管理技士等の国家資格を取得し

ている者又は一定の実務経験を有する者）に交付される。 
  また、資格者証の交付のためには、国土交通大臣が指定する講習で資格者証の交付申請

前１年以内に行われるものを受講することが義務付けられている。 
 

（３）資格者証の提示・携帯  (建設業法第 26 条 5) 

  資格者証は、公共性のある工作物に関する重要な工事の中でも、より適正な施工の確保

が求められるものについて、当該建設工事の監理技術者が 
    ● 工事を請け負った企業と直接的かつ恒常的な雇用関係があるか 
    ● 所定の資格を有しているか 
    ● 監理技術者として定められた本人が従事しているか 
 を確認するために導入されたものである。 
  このため、当該建設工事の監理技術者は、発注者から請求があった場合には､資格者証を

提示しなければならない。また、当該工事に係る職務に従事しているときは、常時、資格

者証を携帯している必要がある。 
 

５．技術者の職務 

（１）主任技術者・監理技術者の職務  (建設業法第 26 条の 3) 

  主任技術者や監理技術者は｢工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさ

どる者｣とされ、具体的には､｢工事現場における建設工事を適正に実施するため､施工計画

の作成､工程管理、品質管理、その他の技術上の管理及び工事の施工に従事する者の技術上

の指導監督｣がその職務であり、これを誠実に行わなくてはならない。 
技術者の職務は､適正な施工が確保されるように実施するものであることを理解したう

えで、具体的にどのようなことをしなければいけないかを考える必要がある。 
  例えば、｢施工計画の作成｣については、請負契約により示された事項としての材料、施

工条件等を理解するとともに、法令の制約、現場条件等に配慮し、要求された性能の確保

等を図るためにどのようにするのがよいかを考えるなどして､計画を立案し、適正な施工の

確保に結びつける必要があるということである。そうした技術者に与えられた使命を理解

し、監理技術者等の職務を行っていただきたい。 
 

（２）技術者としてのモラル 

  建設生産活動において、その品質を確保するためには技術者が果たす役割は大きい。 
発注者や注文者に対し､請負契約に基づき適正な工事目的物を提供したり、適切な施工方法

により第三者に対し迷惑をかけないとか、特に、建設工事目的物は不特定多数の方々が使

用するということから、その安全性等、技術者が持つ技術力を有効に活用して業務を実施

することが必要であろう。そのためには、技術者としてのモラルをしっかりと持ち､社会的

責任を、誇りを持って､果たしていただきたい。 
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（３）一括下請負の禁止  (建設業法第 22 条) 

 建設工事はその性格からして、的確な目的物の完成を期待するためには、その工事の施

工の全般にわたって適正な施工を求められるものであり、注文者の建設業者の選択に関す

る重要な要素の一つとして、当該工事の施工の全般にわたる信頼性があることはいうまで

もないことである。そのため、請負人が自己の請け負った建設工事をそのまま一括して他

人に請け負わせる一括下請負は、この注文者の信頼に反するものであり、実際上の工事施

工の責任の所在を不明確にし、ひいては工事の適正な施工を妨げるものであり、また、中

間において利潤をとられる場合が多く請け負い代金の増嵩又は工事の質の低下を招くこと

も予想される。加えて、一括下請負を容認すると商業ブローカー的不良・不適格業者の輩

出を招くことともなり､健全な建設業の発展が阻害される懸念もある。そこで､建設業法で

は原則として一括下請負を禁止している。 
 また、平成12年11月に成立した｢公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律｣

においても、公共工事については、全面的に一括下請負を禁止しており、（同法第 12 条）､

更なる施工体制の適正化が図られることとなる。 
 発注者の信頼に応えるために、施工能力を持たない不良・不適格業者の参入をなくし、

一括丸投げを防止することは、施工管理を行う監理技術者の重要な役割である。 
 なお、一括下請負については、｢一括下請負の禁止について｣（平成４年 12 月 17 日付け

建設省経建発第 379 号）により、一括下請負の禁止の徹底等が周知されてきたところであ

るが、平成 13 年 3 月 30 日付け国総建第 82 号について、通達の一部改正が行われた。 
 主な改正点は、｢公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律｣の成立に伴う見

直しの他、Ｑ＆Ａによる一括下請負に関する解説の追加である。Ｑ＆Ａでは、施工管理に

おける現場技術者の｢実質的に関与｣について、より多様な事例にて詳しく紹介されている。 
 

（４）施工体制台帳及び施工体系図の作成等  (建設業法第 24 条の 7) 

 建設工事の施工は､それぞれ独立した各種専門工事の総合的な組み合わせにより成り立

っており、かつ、重層化した下請構造により行われている。このような中で､建設工事の適

正な施工を確保するためには､発注者から直接請負った建設業者は､直接契約関係にある下

請負人のみならず、当該工事の施工にあたるすべての建設業を営む者を監督しつつ工事全

体の施工を管理する必要がある。このため、特に一定規模以上の工事については、下請構

造を書面に記して、その管理を行うこととしている。具体的には､発注者から直接建設工事

を請け負った特定建設業者で当該建設工事を施工するためには、総額 3,000 万円（建築一

式工事の場合は､4,500 万円）以上の下請契約を締結したものは、施工体制台帳を作成し、

工事期間中､工事現場ごとに備え付けなければならない。 
 さらに、施工体制台帳を作成した特定建設業者は、発注者から請求があったときは、当

該建設工事の発注者が必要に応じ施工体制を確認できるよう、施工体制台帳をその発注者

の閲覧に供しなければならない。 
 また、｢公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律｣では、公共工事において

は、受注者は、作成した施工体制台帳の写しを発注者に提出しなければならなく、発注者

から、公共工事の施工の技術上の管理をつかさどる者の設置の状況その他の工事現場の施

工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点検を求められたときはこれを拒

んではならないこととしている。 
 なお、平成 13 年 10 月 1 日以降に締結される公共工事に関する下請契約については、二

次下請以下の請負代金の額についても施工体制台帳に記載することとなった。
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地方公共団体 請負契約① Ａ社 請負契約② Ｂ社 請負契約③ Ｃ社 請負契約④ Ｄ社 

民間 

 

 ※下請契約の総額が 

土木一式工事 3,000 万円以上 

建築一式工事 4,500 万円以上 

  下請人に対する通知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
発注者 

特 定 建 設

業者 
（元請） 

建 設 業 を

営む者（一

次下請） 

建 設 業 を

営む者（二

次下請） 

建 設 業 を

営む者（三

次下請） 

再下請負通

知書の作成

再下請負通

知書の提出

再下請負通

知書の作成 

Ａ 社 に 直

接 又 は Ｂ

社 を 経 由

して提出

図－２ 施工体制台帳等の作業の流れ
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建設工事の種類別指定学科  (建設業法第 7 条第 2 号イに規定する学科) 

(建設業法施行規則第 1 条) 

許可を受けようと

する建設業 
学         科 

土木一式工事 

舗 装 工 事 

土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑地又

は造園に関する学科を含む。以下この表において同じ。）都市工学、

衛生工学又は交通工学に関する学科 

建築一式工事 

大 工 工 事 

ガラス工事 

内 装 工 事 

建築学又は都市工学に関する学科 

左 官 工 事 

と び ・ 土 工 ・ 

コンクリート工事

石  工  事 

屋 根 工 事 

タイル・れんが・ 

ブロック工事 

塗 装 工 事 

土木工学又は建築学に関する学科 

電 気 工 事 

電気通信工事 

電気工学又は電気通信工学に関する学科 

管  工  事 

水道施設工事 

清掃施設工事 

土木工学、建築学、機械工学、都市工学又は衛生工学に関する学

科 

鋼構造物工事 

鉄 筋 工 事 

土木工学、建築学、機械工学に関する学科 

しゅんせつ工事 土木工学又は機械工学に関する学科 

板 金 工 事 建築学又は機械工学に関する学科 

防 水 工 事 土木工学又は建築学に関する学科 

機械器具設置工事

消防施設工事 

建築学、機械工学又は電気工学に関する学科 

熱絶縁工事 土木工学、建築学、機械工学に関する学科 

造 園 工 事 土木工学、建築学、都市工学又は林学に関する学科 

さく井工事 土木工学、鉱山学、機械工学又は衛生工学に関する学科 

建 具 工 事 建築学又は機械工学に関する学科 

 



 

42 

○ 建設工事の種類別技術者資格要件（国家資格者） 
工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

土木一式工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建設機械施工技士 ・ 1 級建設機械施工技士 

 ・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

 ・ 2 級土木施工管理技士（土木） ② 技術士 

 ② 技術士 ・ 建設部門 

 ・ 建設部門 ・ 農業部門（農業土木） 

 ・ 農業部門（農業土木） ・ 林業部門（森林土木） 

 ・ 林業部門（森林土木）   

建築一式工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

 ・ 2 級建築施工管理技士（建築） ② 建築士 

 ② 建築士 ・ 1 級建築士 

 ・ 1 級建築士   

 ・ 2 級建築士   

大工工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

 ・ 2 級建築施工管理技士 ② 建築士 

         （く体又は仕上） ・ 1 級建築士 

 ② 建築士   

 ・ 1 級建築士   

 ・ 2 級建築士   

 ・ 木造建築士   

 ③ 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ 建築大工   

    

  
（2 級は合格後１年以上の実務経験が必要）

  

左官工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

  ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

  ・ 2 級建築施工管理技士（仕上）   

  ② 技能検定（１､2 級とも）   

  ・ 左官   

   (2 級は合格後１年以上の実務経験が必要）   

① 技術検定 ① 技術検定 

・ 建設機械施工技士 ・ 1 級建設機械施工技士 
とび･土工・コンクリ

ート工事 
・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

  ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

  ・ 2 級土木施工管理技士 ② 技術士 

    （土木又は薬液注入） ・ 建設部門 

  ・ 2 級建築施工管理技士（く体） ・ 農業部門（農業土木） 
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工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

② 技術士 ・ 林業部門（森林土木） 

・ 建設部門   
とび･土工・コンクリ

ート工事 
・ 農業部門（農業土木）   

  ・ 林業部門（森林土木）   

  ③ 技能検定（１､2 級とも）   

  ・ とび・とび工・型枠施工  

  ・ コンクリート圧送施工  

    

   
（2 級は合格後 1 年以上の実務経験が必要）

 

  ④  

   

建設工事に従事する者の技術・技能審査等

事業  

  ・  

   

地すべり防止工事士（合格後 1 年以上の実

務経験が必要）  

石 工 事 ① 技術検定 ① 技術検定 

  ・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

  ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

  ・ 2 級土木施工管理技士（土木）   

  ・ 2 級建築施工管理技士（仕上）   

  ② 技能検定（１､2 級とも）   

  ・ ブロック建築  ・石工   

  ・ ブロック建築工   

  ・ 石材施工  ･石積み   

  ・ コンクリート積みブロック施工（単一級）   

   (2 級は合格後 1 年以上の実務経験が必要）   

屋根工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

  ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

  ② 建築士 ② 建築士 

  ・ 建築士（1、２級） ・ 1 級建築士 

  ③ 技能検定（１､2 級とも）   

  ・ 板金（建築板金作業）   

  ・ かわらぶき   

  ・ 板金工（建築板金作業）   

  ・ 建築板金   

  ・ スレート施工   

   (2 級は合格後 1 年以上の実務経験が必要)     

電気工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

  ・ 電気工事施工管理技士 ・ １級電気工事施工管理技士 

  ② 技術士 ② 技術士 

  ・ 電気電子部門・建設部門 ・ 電気電子部門・建設部門 
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工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

電気工事 ③ 電気工事士免状交付者  

 ・ 電気工事士（第１種、第２種）  

   

  

（第２種については合格後３年以上の実務経
験が必要）  

 ④ 電気主任技術者免許状交付者  

 ・ 電気主任技術者（第１、２、３種）  

  （合格後５年以上の実務経験が必要）  

 ⑤   

  

建設工事に従事する者の技術・技能審査等
事業   

 ・   

  

１級計装士（合格後１年以上の実務経験が必
要）   

 ⑥   

  
建築設備に関する知識及び技能の審査 

  

 ・ 建築設備士   

管 工 事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 管工事施工管理技士 ・ １級管工事施工管理技士 

 ② 技術士 ② 技術士 

 ・ ・

  

機械部門（｢流体機械｣又は｢暖冷房及び冷凍
機械｣） 

機械部門（｢流体機械｣又は｢暖冷
房及び冷凍機械｣） 

 ・ 水道部門 ・衛生工学部門 ・ 水道部門 ・衛生工学部門 

 ③ 技能検定（１､2 級とも）   

 ・   

    

    

配管（職業訓練法施行令の一部を改正する
政令（昭和４８年政令第 98 号）。以下｢改正
令｣という。）による改正後の配管については
｢建築配管作業｣ 

 ・ 配管工  ・空気調和設備配管  

 ・ 給排水衛生設備配管  

  （２級は合格後 1 年以上の実務経験が必要）  

 ④ 給水装置工事主任技術者試験  

 
・ 給水装置工事主任技術者（合格後１年以上

の実務経験が必要） 
 

 
⑤ 建設工事に従事する者の技術・技能審査等

事業 
 

 
・ １級計装士（合格後１年以上の実務経験が必

要） 
 

 ⑥ 建築設備に関する知識及び技能の審査   

 ・ 建築設備士   

① 技術検定（２級はく体、仕上） ① 技術検定 タイル・れんが・ブロ
ック工事 ・ 建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 建築士 ② 建築士 

 ・ 建築士（1、２級） ・ 1 級建築士 
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工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

③ 技能検定（１､2 級とも）   タイル・れんが・ブロ
ック工事 ・ タイル張り   

 ・ タイル張り工   

 ・ ブロック建築・築炉   

 ・ ブロック建築工・築炉工   

 ・ れんが積み（単一級）   

 ・ コンクリート積みブロック施工（単一級）   

    

  
（２級は合格後１年以上の実務経験が必要）

  

鋼構造物工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

 ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

 ・ 2 級土木施工管理技士（土木） ② 建築士 

 ・ 2 級建築施工管理技士（く体） ・ 1 級建築士 

 ② 建築士 ③ 技術士 

 ・ 1 級建築士 ・ 建設部門（鋼構造及びコンクリート）

 ③ 技術士   

 ・ 建設部門（鋼構造及びコンクリート）   

 ④ 技能検定（１､2 級とも）   

 ・   

  

鉄工（改正令による改正後の鉄工については
｢製罐作業｣又は｢構造物鉄工作業｣）   

 ・   

  

製罐（２級は合格後１年以上の実務経験が必
要）   

鉄筋工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

 ・ 2 級建築施工管理技士（く体）   

 ② 技能検定   

 ・ 鉄筋組立て（１、２級）   

 ・ １級鉄筋施工（鉄筋施工図作成作業）   

 ・ 鉄筋施工（単一級）   

    

    

    

  

（｢鉄筋施工図作成作業｣又は｢鉄筋組立て作
業｣）（｢２級鉄筋組立て｣又は｢鉄筋施工（単一
級）｣は合格後１年以上の実務経験が必要） 

  

ほ装工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建設機械施工技士 ・ 1 級建設機械施工技士 

 ・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

 ・ 2 級土木施工管理技士（土木） ② 技術士 

 ② 技術士 ・ 建設部門 

 ・ 建設部門   
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工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

しゅんせつ工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

 ・ 2 級土木施工管理技士（土木） ② 技術士 

 ② 技術士 ・ 建設部門 

 ・ 建設部門   

板金工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ 板金   

 ・ 工場板金   

 ・ 建築板金   

 ・ 打出し板金   

 ・ 板金工   

    

  
（２級は合格後１年以上の実務経験が必要）

  

ガラス工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ ガラス施工   

    

  
（２級は合格後１年以上の実務経験が必要）

  

塗装工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 1 級土木施工管理技士 ・ 1 級土木施工管理技士 

 ・ 1 級建築施工管理技士 ・ 1 級建築施工管理技士 

 ・ 2 級土木施工管理技士   

   （鋼構造物塗装）   

 ・ 2 級建築施工管理技士（仕上）   

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ 塗装   

 ・ 木工塗装   

 ・ 木工塗装工   

 ・ 建築塗装   

 ・ 建築塗装工   

 ・ 金属塗装  ・金属塗装工   

 ・ 噴霧塗装   

    

  
（2 級は合格後１年以上の実務経験が必要）

  



 

47 

 

工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

防水工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ 防水施工   

  （２級は合格後 1 年以上の実務経験が必要）   

内装仕上工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 建築士 ② 建築士 

 ・ 建築士（1、２級） ・ 1 級建築士 

 ③ 技能検定（１､2 級とも）  

 ・ 床仕上げ施工・畳製作   

 ・ 内装仕上げ施工・畳工   

 ・ カーテン施工・表装・表具   

 ・ 天井仕上げ施工・表具工   

  （２級は合格後１年以上の実務経験が必要）   

① 技術士 ① 技術士 
機械器具設置工事 

・ 機械部門 ・ 機械部門 

熱絶縁工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ 熱絶縁施工   

  （2 級は合格後１年以上の実務経験が必要）   

電気通信工事 ① 技術士 ① 技術士 

 ・ 電気電子部門 ・ 電気電子部門 

造園工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 造園施工管理技士 ・ １級造園施工管理技士 

 ② 技術士 ② 技術士 

 ・ 建設部門 ・ 建設部門 

 ・ 林業部門（｢林業｣又は｢森林土木｣） ・ 林 業 部 門 （ ｢林 業 ｣ 又 は｢森 林 土
木｣） 

 ③ 技能検定（１､2 級とも）  

 ・ 造園  

  （2 級は合格後１年以上の実務経験が必要）  

さく井工事 ① 技術士 ① 技術士 

 ・ 水道部門（上水道及び工業用水道） ・ 水道部門（上水道及び工業用水
道） 

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ さく井   

  （２級は合格後１年以上の実務経験が必要）   
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工事の種類 主任技術者の要件 監理技術者の要件 

建具工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 建築施工管理技士（2 級は仕上） ・ 1 級建築施工管理技士 

 ② 技能検定（１､2 級とも）   

 ・ 木工（建具製作作業）   

 ・ 建具製作   

 ・ 建具工   

 ・ サッシ施工   

 ・ カーテンウォール施工   

  （２級は合格後１年以上の実務経験が必要）   

水道施設工事 ① 技術検定 ① 技術検定 

 ・ 土木施工管理技士（２級は土木） ・ 1 級土木施工管理技士 

 ② 技術士 ② 技術士 

 ・ 水道部門 ・ 水道部門 

 

・ 

 

衛生工学部門（｢水質管理｣又は｢廃棄物処理

（｢汚物処理｣を含む。）｣） 

・ 衛生工学部門（｢水質管理｣又は

｢ 廃 棄 物 処 理 （ ｢ 汚 物 処 理 ｣ を 含

む。）｣） 

消防施設工事 ① 消防設備士   

 ・ 甲種消防設備士   

 ・ 乙種消防設備士   

清掃施設工事 ① 技術士 ① 技術士 

 ・ 衛生工学部門 ・ 衛生工学部門 

  

（廃棄物処理（｢汚物処理｣を含む。）  （ 廃 棄 物 処 理 （ ｢ 汚 物 処 理 ｣ を 含

む。） 
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監理技術者制度運用マニュアル 
 

目 次 

１ 趣旨 

２ 監理技術者等の設置 

２－１ 工事外注計画の立案 

２－２ 監理技術者等の設置 

２－３ 監理技術者等の職務 

２－４ 監理技術者等の雇用関係 

３ 監理技術者等の工事現場における専任 

４ 監理技術者資格者証と監理技術者講習修了証の携帯 

５ 施工体制台帳の整備と施工体系図の作成 

６ 工事現場への標識の掲示 

７ 建設業法の遵守 

 

 

１ 趣旨 

建設業法では、建設工事の適正な施工を確保するため、工事現場における建設工事の施工の技術

上の管理をつかさどる者として主任技術者又は監理技術者（以下、「監理技術者等」という。）の

設置を求めている。 

監理技術者等に関する制度（以下、「監理技術者制度」という。）は、高度な技術力を有する技

術者が施工現場においてその技術力を十分に発揮することにより、建設市場から技術者が適正に設

置されていないこと等による不良施工や一括下請負などの不正行為を排除し、技術と経営に優れ発

注者から信頼される企業が成長できるような条件整備を行うことを目的としており、建設工事の適

正な施工の確保及び建設産業の健全な発展のため、適切に運用される必要がある。 

本マニュアルは、建設業法上重要な柱の一つである監理技術者制度を的確に運用するため、行政

担当部局が指導を行う際の指針となるとともに建設業者が業務を遂行する際の参考となるものであ

る。 

 

（１）建設業における技術者の意義 

・ 建設業については、一品受注生産であるためあらかじめ品質を確認できないこと、不適正な施工

があったとしても完全に修復するのが困難であること、完成後には瑕疵の有無を確認することが困

難であること、長期間、不特定多数に使用されること等の建設生産物の特性に加え、その施工につ

いては、総合組立生産であるため下請負人を含めた多数の者による様々な工程を総合的にマネージ

メントする必要があること、現地屋外生産であることから工程が天候に左右されやすいこと等の特

性があることから、建設業者の施工能力が特に重要となる。一方、建設業者は、良質な社会資本を

整備するという社会的使命を担っているとともに、発注者は、建設業者の施工能力等を拠り所に信

頼できる建設業者を選定して建設工事の施工を託している。そのため、建設業者がその技術力を発
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揮して、建設工事の適正かつ生産性の高い施工が確保されることが極めて重要である。特に現場に

おいては、建設業者が組織として有する技術力と技術者が個人として有する技術力が相俟って発揮

されることによりはじめてこうした責任を果たすことができ、この点で技術者の果たすべき役割は

大きく、建設業者は、適切な資格、経験等を有する技術者を工事現場に設置することにより、その

技術力を十分に発揮し、施工の技術上の管理を適正に行わなければならない。 

 

（２）建設業法における監理技術者等 

・ 建設業法においては、建設工事を施工する場合には、工事現場における工事の施工の技術上の管

理をつかさどる者として、主任技術者を置かなければならないこととされている。また、発注者か

ら直接請け負った建設工事を施工するために締結した下請契約の請負代金の額の合計が三千万円

（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上となる場合には、特定建設業の許可が必要になるとと

もに、主任技術者に代えて監理技術者を置かなければならない（法第二十六条第一項及び第二項、

令第二条）。 

・ 監理技術者等となるためには、一定の国家資格や実務経験を有していることが必要であり、特に

指定建設業（土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業及び

造園工事業）に係る建設工事の監理技術者は、一級施工管理技士等の国家資格者又は建設業法第十

五条第二号ハの規定に基づき国土交通大臣が認定した者（以下、「国土交通大臣認定者」という。）

に限られる（法第二十六条第二項）。 

 

（３）本マニュアルの位置付け 

・ 監理技術者制度が円滑かつ的確に運用されるためには、行政担当部局は建設業者を適切に指導す

る必要がある。本マニュアルは、監理技術者等の設置に関する事項、監理技術者等の専任に関する

事項、監理技術者資格者証（以下、「資格者証」という。）に関する事項、監理技術者講習に関す

る事項等、監理技術者制度を運用する上で必要な事項について整理し、運用に当たっての基本的な

考え方を示したものである。 

建設業者にあっては、本マニュアルを参考に、監理技術者制度についての基本的考え方、運用等

について熟知し、建設業法に基づき適正に業務を行う必要がある。 

 

２ 監理技術者等の設置 

２－１ 工事外注計画の立案 

発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、施工体制の整備及び監理技術者等の設置の要

否の判断等を行うため、専門工事業者等への工事外注の計画（工事外注計画）を立案し、下請契約

の請負代金の予定額を的確に把握しておく必要がある。 

 

（１）工事外注計画と下請契約の予定額 

・ 一般的に、工事現場においては、総合的な企画、指導の職務を遂行する監理技術者等を中心とし、

専門工事業者等とにより施工体制が構成される。その際、建設工事を適正に施工するためには、工

事のどの部分を専門工事業者等の施工として分担させるのか、また、その請負代金の額がどの程度
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となるかなどについて、工事外注計画を立案しておく必要がある。工事外注計画としては、受注前

に立案される概略のものから工事施工段階における詳細なものまで考えられる。発注者から直接建

設工事を請け負った建設業者は、監理技術者等の設置の要否を判断するため、工事受注前にはおお

むねの計画を立て、工事受注後速やかに、工事外注の範囲とその請負代金の額に関する工事外注計

画を立案し、下請契約の予定額が三千万円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上となるか否

か的確に把握しておく必要がある。なお、当該建設業者は、工事外注計画について、工事の進捗段

階に応じて必要な見直しを行う必要がある。 

 

（２）下請契約について 

・ 「下請契約」とは、建設業法において次のように定められている（法第二条第四項）。 

「建設工事を他の者から請け負った建設業を営む者と他の建設業を営む者との間で当該建設工事の

全部又は一部について締結される請負契約」 

「請負契約」とは、「当事者の一方がある仕事を完成することを約し、相手方がその仕事の結果

に対して報酬を与えることを約する契約」であり、単に使用者の指揮命令に従い労務に服すること

を目的とし、仕事の完成に伴うリスクは負担しない「雇用」とは区別される。発注者から直接建設

工事を請け負った建設業者は、このような点を踏まえ、工事外注の範囲を明らかにしておく必要が

ある。 

・ なお、公共工事については全面的に一括下請負が禁止されており（公共工事の入札及び契約の適

正化の促進に関する法律（平成十二年法律第百二十七号。以下、「入札契約適正化法」という。）

第十二条）、民間工事においても発注者の書面による承諾を得た場合を除き禁止されている（法第

二十二条）。 

 

２－２ 監理技術者等の設置 

発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、下請契約の予定額を的確に把握して監理

技術者を置くべきか否かの判断を行うとともに、工事内容、工事規模及び施工体制等を考慮し、適

正に技術者を設置する必要がある。 

 

（１）監理技術者等の設置における考え方 

・ 建設工事の適正な施工を確保するためには、請け負った建設工事の内容を勘案し適切な技術者を

適正に設置する必要がある。このため、発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、事

前に監理技術者を設置する工事に該当すると判断される場合には、当初から監理技術者を設置しな

ければならず、監理技術者を設置する工事に該当するかどうか流動的であるものについても、工事

途中の技術者の変更が生じないよう、監理技術者になり得る資格を有する技術者を設置しておくべ

きである。 

また、主任技術者、監理技術者の区分にかかわらず、下請契約の請負代金の額が小さくとも工事

の規模、難易度等によっては、高度な技術力を持つ技術者が必要となり、国家資格者等の活用を図

ることが適切な場合がある。発注者から直接建設工事を請け負った建設業者は、これらの点も勘案

しつつ、適切に技術者を設置する必要がある。 
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（２）共同企業体における監理技術者等の設置 

･ 建設業法においては、建設業者はその請け負った建設工事を施工するときは、当該建設工事に関し、

当該工事現場における建設工事の施工の技術上の管理をつかさどる監理技術者等を置かなければな

らないこととされており、この規定は共同企業体の各構成員にも適用され、下請契約の額が三千万

円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上となる場合には、特定建設業者たる構成員一社以上

が監理技術者を設置しなければならない。また、その請負金額が二千五百万円（建築一式工事の場

合は五千万円）以上となる場合は設置された監理技術者等は専任でなければならない。 

なお、共同企業体が公共工事を施工する場合には、原則として特定建設業者たる代表者が、請負

金額にかかわらず監理技術者を専任で設置すべきである。 

・ 一つの工事を複数の工区に分割し、各構成員がそれぞれ分担する工区で責任を持って施工する分

担施工方式にあっては、分担工事に係る下請契約の額が三千万円（建築一式工事の場合は四千五百

万円）以上となる場合には、当該分担工事を施工する特定建設業者は、監理技術者を設置しなけれ

ばならない。また、分担工事に係る請負金額が二千五百万円（建築一式工事の場合は五千万円）以

上となる場合は設置された監理技術者等は専任でなければならない。 

なお、共同企業体が公共工事を分担施工方式で施工する場合には、分担工事に係る下請契約の額

が三千万円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上となる場合は、当該分担工事を施工する特

定建設業者は、請負金額にかかわらず監理技術者を専任で設置すべきである。 

・ いずれの場合も、その他の構成員は、主任技術者を当該工事現場に設置しなければならないが、

公共工事を施工する特定建設共同企業体にあっては国家資格を有する者を、また、公共工事を施工

する経常建設共同企業体にあっては原則として国家資格を有する者を、それぞれ請負金額にかかわ

らず専任で設置すべきである。 

・ 共同企業体による建設工事の施工が円滑かつ効率的に実施されるためには、すべての構成員が、

施工しようとする工事にふさわしい技術者を適正に設置し、共同施工の体制を確保しなければなら

ない。したがって、各構成員から派遣される技術者等の数、資格、配置等は、信頼と協調に基づく

共同施工を確保する観点から、工事の規模・内容等に応じ適正に決定される必要がある。このため、

編成表の作成等現場職員の配置の決定に当たっては、次の事項に配慮するものとする。 

① 工事の規模、内容、出資比率等を勘案し、各構成員の適正な配置人数を確保すること。 

② 構成員間における対等の立場での協議を確保するため、配置される職員は、ポストに応

じ経験、年齢、資格等を勘案して決定すること。 

③ 特定の構成員に権限が集中することのないように配慮すること。 

④ 各構成員の有する技術力が最大限に発揮されるよう配慮すること。 

 

（３）主任技術者から監理技術者への変更 

・ 当初は主任技術者を設置した工事で、大幅な工事内容の変更等により、工事途中で下請契約の請

負代金の額が三千万円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上となったような場合には、発注

者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、主任技術者に代えて、所定の資格を有する監理

技術者を設置しなければならない。ただし、工事施工当初においてこのような変更があらかじめ予
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想される場合には、当初から監理技術者になり得る資格を持つ技術者を置かなければならない。 

 

（４）監理技術者等の途中交代 

・ 建設工事の適正な施工の確保を阻害する恐れがあることから、施工管理をつかさどっている監理

技術者等の工期途中での交代は、当該工事における入札・契約手続きの公平性の確保を踏まえた上

で、慎重かつ必要最小限とする必要があり、これが認められる場合としては、監理技術者等の死亡、

傷病または退職等、真にやむを得ない場合のほか、次に掲げる場合等が考えられる。 

① 受注者の責によらない理由により工事中止または工事内容の大幅な変更が発生し、工期

が延長された場合 

② 橋梁、ポンプ、ゲート等の工場製作を含む工事であって、工場から現地へ工事の現場が

移行する時点 

③ ダム、トンネル等の大規模な工事で、一つの契約工期が多年に及ぶ場合 

・ なお、いずれの場合であっても、発注者と発注者から直接建設工事を請け負った建設業者との協

議により、交代の時期は工程上一定の区切りと認められる時点とするほか、交代前後における監理

技術者等の技術力が同等以上に確保されるとともに、工事の規模、難易度等に応じ一定期間重複し

て工事現場に設置するなどの措置をとることにより、工事の継続性、品質確保等に支障がないと認

められることが必要である。 

・ また、協議においては、発注者からの求めに応じて、直接建設工事を請け負った建設業者が工事

現場に設置する監理技術者等及びその他の技術者の職務分担、本支店等の支援体制等に関する情報

を発注者に説明することが重要である。 

 

（５）営業所における専任の技術者と監理技術者等との関係 

・ 営業所における専任の技術者は、営業所に常勤して専らその職務に従事することが求められてい

る。 

・ ただし、特例として、当該営業所において請負契約が締結された建設工事であって、工事現場の

職務に従事しながら実質的に営業所の職務にも従事しうる程度に工事現場と営業所が近接し、当該

営業所との間で常時連絡をとりうる体制にあるものについては、所属建設業者と直接的かつ恒常的

な雇用関係にある場合に限り、当該工事の専任を要しない監理技術者等となることができる（平成

十五年四月二十一日付、国総建第十八号）。 

 

２－３ 監理技術者等の職務 

監理技術者等は、建設工事を適正に実施するため、施工計画の作成、工程管理、品質管理その他

の技術上の管理及び施工に従事する者の技術上の指導監督の職務を誠実に行わなければならない。

 

・ 監理技術者等の職務は、建設工事の適正な施工を確保する観点から、当該工事現場における建設

工事の施工の技術上の管理をつかさどることである。すなわち、建設工事の施工に当たり、施工内

容、工程、技術的事項、契約書及び設計図書の内容を把握したうえで、その施工計画を作成し、工

事全体の工程の把握、工程変更への適切な対応等具体的な工事の工程管理、品質確保の体制整備、
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検査及び試験の実施等及び工事目的物、工事仮設物、工事用資材等の品質管理を行うとともに、当

該建設工事の施工に従事する者の技術上の指導監督を行うことである（法第二十六条の三第一項）。 

特に、監理技術者は、建設工事の施工に当たり外注する工事が多い場合に、当該建設工事の施工

を担当するすべての専門工事業者等を適切に指導監督するという総合的な役割を果たすものであり、

工事の施工に関する総合的な企画、指導等の職務がとりわけ重視されるため、より高度な技術力が

必要である。 

また、工事現場における建設工事の施工に従事する者は、監理技術者等がその職務として行う指

導に従わなければならない（法第二十六条の三第二項）。 

・ なお、監理技術者等が、同じ建設業者に所属する他の技術者を活用しながら監理技術者等として

の職務を遂行する場合には、監理技術者等を補佐するこれらの他の技術者の職務を総合的に掌握す

るとともに指導監督する必要がある。この場合において、適正な施工を確保する観点から、個々の

技術者の職務分担を明確にしておく必要があり、発注者から請求があった場合は、その職務分担等

について、発注者に説明することが重要である。 

・ 現場代理人は、請負契約の的確な履行を確保するため、工事現場の取締りのほか、工事の施工及

び契約関係事務に関する一切の事項を処理するものとして工事現場に置かれる請負者の代理人であ

り、監理技術者等との密接な連携が適正な施工を確保する上で必要不可欠である。なお、監理技術

者と現場代理人はこれを兼ねることができる（公共工事標準請負契約約款第十条）。 

 

２－４ 監理技術者等の雇用関係 

建設工事の適正な施工を確保するため、監理技術者等については、当該建設業者と直接的かつ恒

常的な雇用関係にある者であることが必要であり、このような雇用関係は、資格者証または健康保

険被保険者証等に記載された所属建設業者名及び交付日により確認できることが必要である。 

 

（１）監理技術者等に求められる雇用関係 

・ 建設工事の適正な施工を確保するため、監理技術者等は所属建設業者と直接的かつ恒常的な雇用

関係にあることが必要である。また、建設業者としてもこのような監理技術者等を設置して適正な

施工を確保することが、当該建設業者が技術と経営に優れた企業として評価されることにつながる。 

・ 発注者は設計図書の中で雇用関係に関する条件や雇用関係を示す書面の提出義務を明示するなど、

あらかじめ雇用関係の確認に関する措置を定め、適切に対処することが必要である。 

 

（２）直接的な雇用関係の考え方 

・ 直接的な雇用関係とは、監理技術者等とその所属建設業者との間に第三者の介入する余地のない

雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利構成）が存在することをいい、資

格者証、健康保険被保険者証または市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等によって建設

業者との雇用関係が確認できることが必要である。したがって、在籍出向者、派遣社員については

直接的な雇用関係にあるとはいえない。 

・ 直接的な雇用関係であることを明らかにするため、資格者証には所属建設業者名が記載されてお

り、所属建設業者名の変更があった場合には、三十日以内に指定資格者証交付機関に対して記載事
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項の変更を届け出なければならない（建設業法施行規則（昭和二十四年建設省令第十四号、以下、

「規則」という。）第十七条の三十第一項、第十七条の三十一第一項）。 

・ 指定資格者証交付機関は、資格者証への記載に当たって、所属建設業者との直接的かつ恒常的な

雇用関係を、健康保険被保険者証、市区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書により確認して

いるが、資格者証中の所属建設業者の記載や主任技術者の雇用関係に疑義がある場合は、同様の方

法等により行う必要がある。具体的には、 

① 本人に対しては健康保険被保険者証 

② 建設業者に対しては健康保険被保険者標準報酬決定通知書、市区町村が作成する住民税

特別徴収税額通知書、当該技術者の工事経歴書 

の提出を求め確認するものとする。 

 

（３）恒常的な雇用関係の考え方 

・ 恒常的な雇用関係とは、一定の期間にわたり当該建設業者に勤務し、日々一定時間以上職務に従

事することが担保されていることに加え、監理技術者等と所属建設業者が双方の持つ技術力を熟知

し、建設業者が責任を持って技術者を工事現場に設置できるとともに、建設業者が組織として有す

る技術力を、技術者が十分かつ円滑に活用して工事の管理等の業務を行うことができることが必要

であり、特に国、地方公共団体等（法第二十六条第四項に規定する国、地方公共団体その他政令で

定める法人）が発注する建設工事（以下、「公共工事」という。）において、発注者から直接請け

負う建設業者の専任の監理技術者等については、所属建設業者から入札の申込のあった日（指名競

争に付す場合であって入札の申込を伴わないものにあっては入札の執行日、随意契約による場合に

あっては見積書の提出のあった日）以前に三ヶ月以上の雇用関係にあることが必要である。 

・ 恒常的な雇用関係ついては、資格者証の交付年月日若しくは変更履歴又は健康保険被保険者証の

交付年月日等により確認できることが必要である。 

・ 但し、合併、営業譲渡又は会社分割等の組織変更に伴う所属建設業者の変更（契約書又は登記簿

の謄本等により確認）があった場合には、変更前の建設業者と三ヶ月以上の雇用関係にある者につ

いては、変更後に所属する建設業者との間にも恒常的な雇用関係にあるものとみなす。また、震災

等の自然災害の発生またはその恐れにより、最寄りの建設業者により即時に対応することが、その

後の被害の発生または拡大を防止する観点から最も合理的であって、当該建設業者に要件を満たす

技術者がいない場合など、緊急の必要その他やむを得ない事情がある場合については、この限りで

はない。 

 

（４）持株会社化等による直接的かつ恒常的な雇用関係の取扱い 

・ 建設業を取り巻く経営環境の変化等に対応するため、建設業者が営業譲渡や会社分割をした場合

や持株会社化等により企業集団を形成している場合における建設業者と監理技術者等との間の直接

的かつ恒常的な雇用関係の取扱いの特例について、次の通り定めている。 

① 建設業者の営業譲渡又は会社分割に係る主任技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常

的な雇用関係の確認の事務取扱いについて（平成十三年五月三十日付、国総建第百五十

五号） 
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② 持株会社の子会社が置く主任技術者又は監理技術者の直接的かつ恒常的な雇用関係の

確認の取扱いについて（平成十四年四月十六日付、国総建第九十七号） 

③ 親会社及びその連結子会社の間の出向社員に係る主任技術者又は監理技術者の直接的

かつ恒常的な雇用関係の取扱い等について（平成十五年一月二十二日付、国総建第三百

三十五号） 

 

３ 監理技術者等の工事現場における専任 

監理技術者等は、公共性のある工作物に関する重要な工事に設置される場合には、工事現場ごと

に専任の者でなければならない。 

専任とは、他の工事現場に係る職務を兼務せず、常時継続的に当該工事現場に係る職務にのみ従

事していることをいう。 

発注者から直接建設工事を請け負った建設業者については、施工における品質確保、安全確保等

を図る観点から、監理技術者等を専任で設置すべき期間が、発注者と建設業者の間で設計図書もし

くは打合せ記録等の書面により明確となっていることが必要である。 

 

（１）工事現場における監理技術者等の専任の基本的な考え方 

・ 監理技術者等は、公共性のある工作物に関する重要な工事については、より適正な施工の確保が

求められるため、工事現場ごとに専任の者でなければならない（法第二十六条第三項）。 

・ 「公共性のある工作物に関する重要な工事」とは、次の各号に該当する建設工事で工事一件の請

負代金の額が二千五百万円（建築一式工事の場合は五千万円）以上のものをいう（建設業法施行令

（昭和三十一年政令第二百七十三号。以下、「令」という。）第二十七条）。 

① 国又は地方公共団体が注文者である工作物に関する工事 

② 鉄道、軌道、索道、道路、橋、護岸、堤防、ダム、河川に関する工作物、砂防用工作物、

飛行場、港湾施設、漁港施設、運河、上水道又は下水道に関する工事 

③ 電気事業用施設（電気事業の用に供する発電、送電、配電又は変電その他の電気施設を

いう。）又はガス事業用施設（ガス事業の用に供するガスの製造又は供給のための施設

をいう。）に関する工事 

④ 学校、児童福祉法第七条に規定する児童福祉施設、集会場、図書館、美術館、博物館、

陳列館、教会、寺院、神社、工場、ドック、倉庫、病院、市場、百貨店、事務所、興行

場、ダンスホール、旅館業法第二条に規定するホテル、旅館若しくは下宿、共同住宅、

寄宿舎、公衆浴場、鉄塔、火葬場、と畜場、ごみ若しくは汚物の処理場、熱供給事業法

第二条第四項に規定する熱供給施設、石油パイプライン事業法第五条第二項第二号に規

定する事業用施設又は電気通信事業法第十二条第一項に規定する第一種電気通信事業者

がその事業の用に供する施設に関する工事 

 

（２）監理技術者等の専任期間 

・ 発注者から直接建設工事を請け負った建設業者が、監理技術者等を工事現場に専任で設置すべき

期間は契約工期が基本となるが、たとえ契約工期中であっても次に掲げる期間については工事現場
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への専任は要しない。ただし、いずれの場合も、発注者と建設業者の間で次に掲げる期間が設計図

書もしくは打合せ記録等の書面により明確となっていることが必要である。 

① 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入

または仮設工事等が開始されるまでの間。） 

② 工事用地等の確保が未了、自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的

に一時中止している期間 

③ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみ

が行われている期間 

④ 工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務

手続、後片付け等のみが残っている期間 

なお、工場製作の過程を含む工事の工場製作過程においても、建設工事を適正に施工するため、

監理技術者等がこれを管理する必要があるが、当該工場製作過程において、同一工場内で他の同種

工事に係る製作と一元的な管理体制のもとで製作を行うことが可能である場合は、同一の監理技術

者等がこれらの製作を一括して管理することができる。 

・ 下請工事においては、施工が断続的に行われることが多いことを考慮し、専任の必要な期間は、

下請工事が実際に施工されている期間とする。 

・ また、例えば下水道工事と区間の重なる道路工事を同一あるいは別々の主体が発注する場合など、

密接な関連のある二以上の工事を同一の建設業者が同一の場所又は近接した場所において施工する

場合は、同一の専任の主任技術者がこれらの工事を管理することができる（令第二十七条第二項）。

ただし、この規定は、専任の監理技術者については適用されない。 

・ このほか、同一あるいは別々の発注者が、同一の建設業者と締結する契約工期の重複する複数の

請負契約に係る工事であって、かつ、それぞれの工事の対象となる工作物等に一体性が認められる

もの（当初の請負契約以外の請負契約が随意契約により締結される場合に限る。）については、全

体の工事を当該建設業者が設置する同一の監理技術者等が掌握し、技術上の管理を行うことが合理

的であると考えられることから、これら複数の工事を一の工事とみなして、同一の監理技術者等が

当該複数工事全体を管理することができる。この場合、これら複数工事に係る下請金額の合計を三

千万円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上とするときは特定建設業の許可が必要であり、

工事現場には監理技術者を設置しなければならない。また、これら複数工事に係る請負代金の額の

合計が二千五百万円（建築一式工事の場合は五千万円）以上となる場合、監理技術者等はこれらの

工事現場に専任の者でなければならない。 

・ なお、フレックス工期（建設業者が一定の期間内で工事開始日を選択することができ、これが書

面により手続上明確になっている契約方式に係る工期をいう。）を採用する場合には、工事開始日

をもって契約工期の開始日とみなし、契約締結日から工事開始日までの期間は、監理技術者等を設

置することを要しない。 

 

４ 監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証の携帯 

公共工事における専任の監理技術者は、資格者証の交付を受けている者であって、監理技術者講

習を過去五年以内に受講したもののうちから、これを選任しなければならない。また、当該監理技
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術者は、発注者等から請求があったときは資格者証を提示しなければならず、当該建設工事に係る

職務に従事しているときは、常時これらを携帯している必要がある。また、監理技術者講習修了証

（以下、「修了証」という。）についても、発注者等から提示を求められることがあるため、資格

者証と同様に携帯しておくことが望ましい。 

 

（１）資格者証制度及び監理技術者講習制度の適用範囲 

・ 公共工事については、専任の監理技術者は、資格者証の交付を受けている者であって、監理技術

者講習を受講したもののうちから選任しなければならない（法第二十六条第四項）。 

・ 建設業法上、資格者証及び監理技術者講習に関する規定が適用される発注者は、国、地方公共団

体、法人税法別表第一に掲げる公共法人、東京湾横断道路株式会社、帝都高速度交通営団及び関西

国際空港株式会社である（法第二十六条第四項、令第二十七条の二、規則第十七条の二）。 

 

（２）資格者証に関する規定 

・ 資格者証は、公共性のある工作物に関する重要な建設工事の中でも、より適正な施工の確保が求

められる公共工事について、当該建設工事の監理技術者が所定の資格を有しているかどうか、監理

技術者としてあらかじめ定められた本人が専任で職務に従事しているかどうか、工事を施工する建

設業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であるかどうか等を確認するために活用されている。

建設業者に選任された監理技術者は、発注者等から請求があった場合は、資格者証を提示しなけれ

ばならない（法第二十六条第五項）。 

・ 監理技術者になり得る者は、指定資格者証交付機関に申請することにより資格者証の交付を受け

ることができる。監理技術者になり得る者は、指定建設業七業種については、一定の国家資格者又

は国土交通大臣認定者に限られるが、指定建設業以外の二十一業種については、一定の国家資格者、

国土交通大臣認定者のほか、一定の指導監督的な実務経験を有する者も監理技術者になり得る。 

・ 資格者証の交付及びその更新に関する事務を行う指定資格者証交付機関として財団法人建設業技

術者センターが指定されている。 

・ 資格者証には、本人の顔写真の他に次の事項が記載され（法第二十七条の十八第二項、規則第十

七条の三十）、様式は図－１に示すものとなっている。 

① 交付を受ける者の氏名、生年月日、本籍及び住所 

② 最初に資格者証の交付を受けた年月日 

③ 現に所有する資格者証の交付を受けた年月日 

④ 交付を受ける者が有する監理技術者資格 

⑤ 建設業の種類 

⑥ 資格者証交付番号 

⑦ 資格者証の有効期間の満了する日 

⑧ 所属建設業者名 

 

（３）監理技術者講習に関する規定 

・ 監理技術者は常に最新の法律制度や技術動向を把握しておくことが必要であることから、公共工
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事の専任の監理技術者として選任されている期間中のいずれの日においても、講習を修了した日か

ら五年を経過することのないように監理技術者講習を受講していなければならない（規則第十七条

の十四）。 

・ 監理技術者講習は、所定の要件を満たすことにより国土交通大臣の登録を受けた者（以下、「登

録講習機関」という。）が実施し、監理技術者として従事するために必要な事項として 

①建設工事に関する法律制度 

②建設工事の施工計画の作成、工程管理、品質管理その他の技術上の管理 

③建設工事に関する最新の材料、資機材及び施工方法 

に関し最新の事例を用いて、講義と試験によって行われるものである。受講希望者はいずれかの登

録講習機関に受講の申請を行うことにより講習を受講することができる。 

・ 各登録講習機関から講習の修了者に対し交付される修了証の様式は図－２に示すものとなってお

り（規則第十七条の六）、講習の修了を証明するものとして発注者等から提示を求められることが

あるため、資格者証と同様に携帯しておくことが望ましい。 

・ なお、平成十六年二月二十九日以前に交付された資格者証を所持している者については、これを

提示することにより公共工事の専任の監理技術者としての要件となる監理技術者講習を受講してい

ることが証明される。また、平成十六年二月二十九日以前に指定講習を受講し、平成十六年三月一

日以降に交付された資格者証を所持している者については、資格者証に加えて指定講習に係る修了

証を提示することにより公共工事の専任の監理技術者としての要件となる監理技術者講習を受講し

ていることが証明される。 

 

５ 施工体制台帳の整備と施工体系図の作成 

発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、その工事を施工するために締結した下請

金額の総額が三千万円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上となる場合には、工事現場ごと

に監理技術者を設置するとともに、建設工事を適正に施工するため、建設業法により義務付けられ

ている施工体制台帳の整備及び施工体系図の作成を行うこと等により、建設工事の施工体制を的確

に把握する必要がある。 

 

（１）施工体制台帳の整備 

・ 発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者は、その下請負人が建設業法等の関係法令に

違反しないよう指導に努めなければならない（法第二十四条の六）。このような下請負人に対する

指導監督を行うためには、まず、特定建設業者とりわけその監理技術者が建設工事の施工体制を的

確に把握しておく必要がある。 

・ そこで、発注者から直接建設工事を請け負った特定建設業者で当該建設工事を施工するために総

額三千万円（建築一式工事の場合は四千五百万円）以上の下請契約を締結したものは、下請負人に

対し、再下請負を行う場合は再下請負通知を行わなければならない旨を通知するとともに掲示しな

ければならない。（規則第十四条の三）また、下請負人から提出された再下請負通知書等に基づき

施工体制台帳を作成し、工事現場ごとに備え付けなければならない（法第二十四条の七第一項）。 

施工体制台帳を作成した特定建設業者は、発注者から請求があったときは、施工体制台帳をその
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発注者の閲覧に供しなければならない（法第二十四条の七第三項）。公共工事の受注者は、これに

代えて、作成した施工体制台帳の写しを発注者に提出しなければならない（入札契約適正化法第十

三条第一項）。さらに、公共工事の受注者は、発注者から施工体制が施工体制台帳の記載と合致し

ているかどうかの点検を求められたときはこれを受けることを拒んではならない（入札契約適正化

法第十三条第二項）。 

 

（２）施工体系図の作成 

・ 下請負人も含めた全ての工事関係者が建設工事の施工体制を把握する必要があること、建設工事

の施工に対する責任と工事現場における役割分担を明確にすること、技術者の適正な設置を徹底す

ること等を目的として、施工体制台帳を作成する特定建設業者は、当該建設工事に係るすべての建

設業者名、技術者名等を記載し工事現場における施工の分担関係を明示した施工体系図を作成し、

これを当該工事現場の見やすい場所に、公共工事においては工事関係者の見やすい場所及び公衆の

見やすい場所に掲げなければならないことが定められている（法第二十四条の七第四項、入札契約

適正化法第十三条第三項）。 

 

６ 工事現場への標識の掲示 

建設工事の責任の所在を明確にすること等のため、建設業者は、建設工事の現場ごとに、建設業

許可に関する事項のほか、監理技術者等の氏名、専任の有無、資格名、資格者証交付番号等を記載

した標識を、公衆の見やすい場所に掲げなければならない。 

 

・ 建設業法による許可を受けた適正な業者によって建設工事の施工がなされていることを対外的に

明らかにすること、多数の建設業者が同時に施工に携わるため、安全施工、災害防止等の責任が曖

昧になりがちであるという建設工事の実態に鑑み対外的に建設工事の責任主体を明確にすること等

を目的として、建設工事を請け負った全ての建設業者は、建設工事の現場ごとに、公衆の見やすい

場所に標識を掲げなければならない。（法第四十条） 

・ 現場に掲げる標識には、建設業許可に関する事項のほか、監理技術者等の氏名、専任の有無、資

格名、資格者証交付番号等を記載することとされており、図－３の様式となる。（規則第二十五条

第一項、第二項）建設業者は、この様式の標識を掲示することにより、監理技術者等の資格を明確

にするとともに、資格者証の交付を受けている者が設置されていること等を明らかにする必要があ

る。 

 

７ 建設業法の遵守 

建設業法は、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図ることによって、

建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発展を促進し、もっ

て公共の福祉の増進に寄与することを目的に定められたものである。したがって、建設業者は、こ

の法律を遵守すべきことは言うまでもないが、行政担当部局は、建設業法の遵守について、適切に

指導を行う必要がある。 
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・ 法第一条においては、建設業法の目的として 

「この法律は、建設業を営む者の資質の向上、建設工事の請負契約の適正化等を図ることによって、

建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発展を促進し、もっ

て公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。」 

と規定しており、建設業者は、この法律を遵守する必要がある。また、行政担当部局は、建設業法

の遵守について、建設業者等に対して適切に指導を行う必要がある。 

・ 特に、法第四十一条においては、建設工事の適正な施工を確保するため、国土交通大臣又は都道

府県知事が建設業者に対して必要な指導、助言等を行うことができることを規定している。また、

法第二十八条第一項及び第四項では、建設業者が建設業法や他の法令の規定に違反した場合等にお

いて、当該建設業者に対して、監督処分として必要な指示を行うことができ、同条第三項及び第五

項では、この指示に違反した場合等において、営業の全部又は一部の停止を命ずることができる。

さらに、この営業の停止の処分に違反した場合等において、建設業の許可を取り消すこととしてい

る。 
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図－３ 工事現場に掲げる標識の様式 
 省 略（福井市様式１５参照） 
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平成4年12月17日  
建設省経建発第379号  

 
最終改正：平成１３年３月30日  

国総建第82号  

 
   建設業者団体の長 殿 

 
 

建設省建設経済局長 

 
 

一括下請負の禁止について 

 
 一括下請負は、発注者が建設工事の請負契約を締結するに際して建設業者に寄せた信頼を裏切ることとなること等か

ら、建設業法第２２条において禁止されており、「第二次構造改善推進プログラム」（平成４年３月３０日付け建設省

経構発第８号別添）においてもその徹底を図ることとされたところである。このため、別添のとおり「一括下請負の禁

止について」を定めたので送付する。 
 貴会におかれては、その趣旨及び内容を了知の上、傘下の建設業者に対しこの旨の周知徹底が図られるよう指導方お

願いする。 

 
 
〔別添〕 

一括下請負の禁止について  

 
 一括下請負は、発注者が建設工事の請負契約を締結するに際して建設業者に寄せた信

頼を裏切ることとなること等から、禁止されています。 
 

 

（参考）建設業法  

    第２２条 建設業者は、その請け負つた建設工事を、如何なる方法をもつてする

を問わず、一括して他人に請け負わせてはならない。 
 

 

２ 建設業を営む者は、建設業者から当該建設業者の請け負つた建設工事を一括して請

け負つてはならない。 
 

 

３ 前二項の規定は、元請負人があらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合には、

適用しない。 
４ （略） 
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一 一括下請負の禁止 

(１) 建設工事の発注者が受注者となる建設業者を選定するに当たっては、過去の施工実績、施工能

力、経営管理能力、資力、社会的信用等様々な角度から当該建設業者の評価をするものであり、

受注した建設工事を一括して他人に請け負わせることは、発注者が建設工事の請負契約を締結す

るに際して当該建設業者に寄せた信頼を裏切ることになります。 

(２) また、一括下請負を容認すると、中間搾取、工事の質の低下、労働条件の悪化、実際の工事施

工の責任の不明確化等が発生するとともに、施工能力のない商業ブローカー的不良建設業者の輩

出を招くことにもなりかねず、建設業の健全な発達を阻害するおそれがあります。 

(３) このため、建設業法第２２条は、如何なる方法をもってするを問わず、建設業者が受注した建

設工事を一括して他人に請け負わせること（同条第１項）、及び建設業を営む者が他の建設業者

が請け負った建設工事を一括して請け負うこと（同条第２項）を禁止しています。 

   また、民間工事については、事前に発注者の書面による承諾を得た場合は適用除外となりま

すが(同条第３項)、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）の適

用対象となる公共工事（以下単に「公共工事」という。）については建設業法第２２条第３項は適用されず、全面

的に禁止されています。 

     同条第１項の「如何なる方法をもつてするを問わず」とは、契約を分割したり、あるいは他人

の名義を用いるなどのことが行われていても、その実態が一括下請負に該当するものは一切禁止

するということです。 

     また、一括下請負により仮に発注者が期待したものと同程度又はそれ以上の良質な建設生産物

ができたとしても、発注者の信頼を裏切ることに変わりはないため、建設業法第２２条違反とな

ります。なお、同条第２項の禁止の対象となるのは、「建設業を営む者」であり、建設業の許可

を受けていない者も対象となります。 

(注)  この指針において、「発注者」とは建設工事の最初の注文者をいい、「元請負人」と

は下請契約における注文者で建設業者であるものをいい、「下請負人」とは下請契約にお

ける請負人をいいます。 

 

二 一括下請負とは 

（１）建設業者は、その請け負った建設工事の完成について誠実に履行することが必要です。したが

って、次のような場合は、元請負人がその下請工事の施工に実質的に関与していると認められる

ときを除き、一括下請負に該当します。 

① 請け負った建設工事の全部又はその主たる部分を一括して他の業者に請け負わせる場合 

② 請け負った建設工事の一部分であって、他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の

工事を一括して他の業者に請け負わせる場合 

(２) 「実質的に関与」とは、元請負人が自ら総合的に企画、調整及び指導（施工計画の総合的な企

画、工事全体の的確な施工を確保するための工程管理及び安全管理、工事目的物、工事仮設物、

工事用資材等の品質管理、下請負人間の施工の調整、下請負人に対する技術指導、監督等）を行

うことをいいます。単に現場に技術者を置いているだけではこれに該当せず、また、現場に元請

負人との間に直接的かつ恒常的な雇用関係を有する適格な技術者が置かれない場合には、「実質
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的に関与」しているとはいえないことになりますので注意してください。    

     なお、公共工事の発注者においては、施工能力を有する建設業者を選択し、その適正な施工を

確保すべき責務に照らし、一括下請負が行われないよう的確に対応することが求められることか

ら、建設業法担当部局においても公共工事の発注者と連携して厳正に対応することとしています。 

 

(３) 一括下請負に該当するか否かの判断は、元請負人が請け負った建設工事一件ごとに行い、建設

工事一件の範囲は、原則として請負契約単位で判断されます。 

(注１) 「その主たる部分を一括して他の業者に請け負わせる場合」とは、下請負に付され

た工事の質及び量を勘案して個別の工事ごとに判断しなければなりませんが、例えば、本

体工事のすべてを一業者に下請負させ、附帯工事のみを自ら又は他の下請負人が施工する

場合や、本体工事の大部分を一業者に下請負させ、本体工事のうち主要でない一部分を自

ら又は他の下請負人が施工する場合などが典型的なものです。 

（具体的事例） 

① 建築物の電気配線の改修工事において、電気工事のすべてを１社に下請負させ、電

気配線の改修工事に伴って生じた内装仕上工事のみを元請負人が自ら施工し、又は他

の業者に下請負させる場合 

② 住宅の新築工事において、建具工事以外のすべての工事を１社に下請負させ、建具

工事のみを元請負人が自ら施工し、又は他の業者に下請負させる場合 

(注２) 「請け負った建設工事の一部分であって、他の部分から独立してその機能を発揮す

る工作物の工事を一括して他の業者に請け負わせる場合」とは、次の（具体的事例）の①

及び②のような場合をいいます。 

（具体的事例） 

① 戸建住宅１０戸の新築工事を請け負い、そのうちの１戸の工事を一社に下請負させ

る場合 

② 道路改修工事２キロメートルを請け負い、そのうちの５００メートル分について施

工技術上分割しなければならない特段の理由がないにもかかわらず、その工事を１社

に下請負させる場合 

 

三 一括下請負に対する発注者の承諾 

  民間工事の場合、元請負人があらかじめ発注者から一括下請負に付することについて書面による

承諾を得ている場合は、一括下請負の禁止の例外とされていますが、次のことに注意してください。 

① 建設工事の最初の注文者である発注者の承諾が必要です。発注者の承諾は、一括下請負に付す

る以前に書面により受けなければなりません。 

② 発注者の承諾を受けなければならない者は、請け負った建設工事を一括して他人に請け負わせ

ようとする元請負人です。 

 したがって、下請負人が請け負った工事を一括して再下請負に付そうとする場合にも、発注者の

書面による承諾を受けなければなりません。当該下請負人に工事を注文した元請負人の承諾ではな

いことに注意してください。 
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四 一括下請負禁止違反の建設業者に対する監督処分 

 受注した建設工事を一括して他人に請け負わせることは、発注者が建設業者に寄せた信頼を裏切

る行為であることから、一括下請負の禁止に違反した建設業者に対しては建設業法に基づく監督処

分等により、厳正に対処することとしています。 

また、公共工事については、一括下請負と疑うに足りる事実があった場合、発注者は、当該工事

の受注者である建設業者が建設業許可を受けた国土交通大臣又は都道府県知事及び当該事実に係

る営業が行われる区域を管轄する都道府県知事に対し、その事実を通知することとされ、建設業法

担当部局と発注者とが連携して厳正に対処することとしています。 

監督処分については、行為の態様、情状等を勘案し、再発防止を図る観点から原則として営業停

止の処分が行われることになります。 

なお、一括下請負を行った建設業者は、当該工事を実質的に行っていると認められないため、経

営事項審査における完成工事高に当該工事に係る金額を含むことは認められません。 

 

◎ 一括下請負に関するＱ＆Ａ 

Ｑ１ 施主から５００万円で地盤改良工事を請け負いましたが、都合により自ら施工することがで

きなくなったため、利益はもちろん経費も一切差し引かずに、Ａ社に５００万円でこの工事の全

部を下請負させました。この場合でも建設業法第２２条に違反することになるのですか。 

 

Ａ 建設業法が一括下請負を禁止しているのは、発注者は契約の相手方である建設業者の施工能力

等を信頼して契約を締結するものであり、当該契約に係る建設工事を実質的に下請負人に施工さ

せることはこの信頼関係を損なうことになることから、発注者保護という観点からこれを禁止し

ているのであって、中間搾取の有無は一括下請負であるか否かの判断においては考慮されません。 

 したがって、本件のように請け負った建設工事をそっくりそのまま下請負させれば、元請負人

が一切利潤を得ていなくても一括下請負に該当します。 

 

Ｑ２ 小学校の増築工事を請け負い、当該工事の主たる部分である基礎工事、躯体工事、仕上工事

及び設備工事を１社に下請負させました。一応現場には当社の技術者を置いていますが、この場

合でも建設業法第２２条に違反することになるのですか。 

 

Ａ 請け負った建設工事の主たる部分を一括して下請負させる場合であっても、元請負人として自

ら総合的に企画、調整及び指導を行い、当該下請負させた部分の施工につき実質的に関与してい

れば、一括下請負には該当しません。しかし、単に現場に技術者を置いているというだけでは「実

質的に関与」しているとはいえません。「実質的に関与」しているとの判断がされるためには、

施工計画の総合的な企画、工事全体の的確な施工を確保するための工程管理及び安全管理、工事

目的物、工事仮設物、工事用資材等の品質管理、下請負人間の施工の調整、下請負人に対する技
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術指導、監督等を実際に行っていることが必要です。 

 

Ｑ３ Ａ市の公民館の新築工事を落札・契約し、当該工事のうち基礎工事と躯体工事について下請

契約をＢ社と締結しました。３月後、この公民館の外構工事の入札が実施され、これを落札・契

約しましたが、当該外構工事については公民館の本体工事と施工場所も同一で、工期も一部重な

っていることから、本体工事と一体として施工することとし、当該外構工事についてＢ社と追加

変更契約を締結したところ、発注者であるＡ市から外構工事については一括下請負に該当すると

指摘されました。この場合は本当に一括下請負になるのでしょうか。 

 

Ａ 一括下請負に該当するか否かの判断は、元請負人が請け負った建設工事１件ごとに行うもので

あり、建設工事１件の範囲は原則として請負契約単位で判断することとなっています。 

 本件の場合、外構工事が本体工事とは別に入札・発注されていることから、たとえ外構工事が

本体工事と施工場所も同一で工期も一部重なっていたとしても、本体工事と外構工事とを取りま

とめて１件の建設工事として扱うことはできません。したがって、この外構工事全部をＢ社に下

請負させるとすれば、一括下請負に該当することとなります。 

 

Ｑ４ 道路改修工事に関して、その工事の全部をＡ社１社に下請負させましたが、工事に必要な資

材を元請負人としてＡ社に提供しています。この場合も一括下請負になるのでしょうか。 

 

Ａ 適正な品質の資材を調達することは、施工管理の一環である品質管理の一つではありますが、

これだけを行っても、元請負人として自ら総合的に企画、調整及び指導をし、その施工に実質的

に関与しているとはいえず、一括下請負に該当することになります。 

 

Ｑ５ 一括下請負の禁止は元請負人だけではなく下請負人にも及ぶということですが、下請負人

には一括下請負に該当するか、元請負人が「実質的に関与」しているかどうかがよく分からな

いこともあるのではないですか。 

 

Ａ 発注者保護という一括下請禁止規定の趣旨からは、直接契約関係にある元請負人の責任がまず問

われるべきであり、また、特に公共発注者においては、施工力を有する建設業者を選択し、その適

正な施工を確保すべき責務に照らし、一括下請負が行われないよう的確に対応することが求められ

ると考えられますが、下請負人においても、工事の施工に係る自己の責任の範囲及び元請の監理技

術者又は主任技術者による指導監督系統を正確に把握することにより、漫然と一括下請負違反に陥

ることのないように注意する必要があります。 

 そもそも誰が元請負人における当該工事の施工の責任者であるのか分からない状態で下請負人の

施工が適切に行われることは考えられず、瑕疵が発生した場合の責任の所在も不明確となります。

したがって、下請負人にとって元請負人の適格な技術者が配置されていると信じるに足りる特段の
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事由があり事後に適格性がないことが判明した等やむをえない事情がない限り、元請負人において

適格な技術者が配置されず、実質的に関与しているといえない場合には、原則として、下請負人も

建設業法に基づく監督処分等の対象となります。 

 

Ｑ６ Ａ市から電線共同溝工事を請け負い、電線共同溝の本体工事をＢ社に下請負させ、その他の信

号移設工事や植裁・移植工事等はそれぞれ他の建設業者に下請負させています。このような場合も一

括下請負に該当するのでしょうか。 

 

Ａ 複数の建設業者と下請契約を結んでいた場合であっても、その建設工事の主たる部分について一

括して請け負わせている場合は、元請負人が実質的に関与している場合を除き、一括下請負となりま

す。本件のような場合には、実質的な関与の内容について精査が必要と考えられます。 

 

Ｑ７ Ａ県からトンネル工事を請け負い、工事の全体の施工管理を行っていますが、工事が大規模で

あり、必要な技術者もあいにく十分に確保することができなかったので、１次下請負人にも施工管理

の一部を担ってもらっています。主たる工事の実際の施工は２次以下の下請負人が行っています。こ

のような場合も一括下請負に該当するのでしょうか。 

 

Ａ 元請負人も１次下請負人も自らは施工を行わず、共に施工管理のみを行っている場合、実質関与

についての元請負人と１次下請負人それぞれどのような役割を果たしているかが問題となり、その内

容如何によって、その両者又はいずれかが、一括下請負になります。特に、元請負人と１次下請負人

が同規模・同業種であるような場合には、相互の役割分担等について合理的な説明が困難なケースが

多いと考えられます。 

 

Ｑ８ Ａ県から橋梁工事を受注しましたが、隣接工区で実際に施工を行っている建設業者に、施工の

効率化の観点からも有効と考え、工事の大部分を下請負させました。このような場合も一括下請負に

該当するのでしょうか。 

 

Ａ 自らが請け負った建設工事の主たる部分を一括して他人に請け負わせた場合には、実質的な関与

をしている場合を除き、一括下請負に該当します。本件のケースのような場合には、下請負人が隣接

工区を含め、一体的に施工し、工事全体にわたって主体的な役割を果たしているケースが多いと考え

られ、元請負人の実質的な関与について疑義が生じるケースであると考えます。 

 

Ｑ９ 地盤改良整備を含む道路改良工事を請け負いましたが、当該地盤改良には、特別な工法が要求

されるため、地盤改良技術を持つ子会社に実際の工事を行わせました。このような分社化は経営効率

化の要請によるものであり、また、子会社とは連結関係にあることからも一括下請負に該当しないと

考えますが如何でしょうか。 

 

Ａ 連結関係の子会社であるとしても、実際の工事を一括して他社に行わせた場合、別々の会社であ



 

70 

る以上、一括下請負に当たります。このように親会社が自ら実質的な業務を行わない場合には、親会

社を介さず直接子会社に請け負わせることが適当です。 

 

Ｑ１０ 「実質的に関与」しているとは、具体的にどのようなことを行っていることが求められます

か。

 

Ａ 元請負人が配置した主任技術者又は監理技術者が、現場に専任であって、元請負人と直接的

かつ恒常的な雇用関係にあることは言うまでもありませんが、これら技術者が、発注者との協

議、住民への説明、官公庁等への届出等、近隣工事との調整、施工計画、工程管理、出来型・

品質管理、完成検査、安全管理、下請負人の施工調整・指導監督等の全ての面において、主体

的な役割を果たしていることが必要です。その際、当該技術者が、過去に同種又は類似の工事

での施工管理を行った経験の有無も判断の際の参考になるでしょうし、また、業務量等に応じ

てその他の必要な技術者を配置していることが求められます。 

 

Ｑ１１ 「実質的に関与」していることの確認は、具体的にどのような方法で行うのでしょうか。 

 

Ａ 一括下請負の疑義がある場合には、まず、当該元請負人の主任技術者又は監理技術者に対して、

具体的にどのような作業を行っているのかヒアリングを行います。ヒアリングの際、その請け負った

建設工事の施工管理等に関し、十分に責任ある受け答えができるか否かがポイントとなります。また、

必要に応じ、下請負人の主任技術者又は監理技術者からも同様のヒアリングを行うことが有効です。 

 その場合、元請負人が作成する日々の作業打合せ簿、それぞれの請負人が作成する工事日報、安全

指示書等を確認して、実際に行った作業内容を確認することが有効です。これらの帳簿の中に、具体

的な作業内容が記載されていない場合、又は記載されていても形式的な参加に過ぎない場合等は一括

下請負に該当する可能性が高いと言えます。 
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建設工事標準下請契約約款

昭和５２年４月２６日

中央建設業審議会決定

改正 平成 元年 １月２４日
平成 ９年 １月２１日
平成１２年１０月 ２日
平成１３年 ３月 １日
平成１４年 ２月１２日
平成１５年 ２月１０日
平成１５年１０月３１日
平成２２年 ７月２６日

[注１]この約款は、第一次下請段階における標準的な工事請負契約を念頭において、下請段階における請負

契約の標準的約款として作成されたものである。

[注２]個々の契約に当たっては、建設工事の種類、規模等に応じ契約の慣行又は施工の実態からみて必要が

あるときは、当該条項を削除し、又は変更するものとすること。この場合において、契約における元

請負人及び下請負人の対等性の確保、責任範囲その他契約内容の明確化に留意すること。

建 設 工 事 下 請 契 約 書

１ 工 事 名

２ 工 事 場 所

３ 工 期 着工 平成 年 月 日

完成 平成 年 月 日

注 工期は、下請負人の施工期間とすること。

４ 請負代金額

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ）

注 （ ）の部分は、下請負人が課税業者である場合に使用する。

５ 請負代金の支払の時期及び方法

支払時期（額）

（１） 前 金 払 契約締結後 日以内に 現金・手形の別又は割合

万円

（２） 部 分 払 〇 月 日締切 現金・手形＝〇・〇

翌 月 日支払

（３） 引渡し時 請求後 日以内 手形期間 日

の支払い

注 労務費に見合う額については、原則として現金払とすること。
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（２）部分払の〇には毎、隔等を記入する。

６ 調停人

注 元請負人及び下請負人が調停人を定めない場合には、削除する。

７ その他

注 この工事が、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成十二年法律第百四号)第九

条第一項に規定する対象建設工事の場合は､(1)解体工事に要する費用､(2)再資源化等に要する

費用､(3)分別解体等の方法､(4)再資源化等をする施設の名称及び所在地についてそれぞれ記入

する。

発注者〇〇による〇〇工事のうち、上記の工事について、元請負人及び下請負人は、

各々対等な立場における合意に基づき、別添の条項によってこの請負契約を締結し、信

義に従って誠実にこれを履行する。この契約の証として、本書〇通を作り、元請負人及

び下請負人（及び保証人）が記名押印して、各自一通を保有する。

平成 年 月 日

元請負人 住所 氏名

（金銭保証人 〃 ）

下請負人 〃

（金銭保証人 〃 ）

注 （ ）は金銭保証人を立てる場合に使用する。

（総則）

第一条 元請負人及び下請負人は、この約款（契約書を含む。以下同じ。）に基づき、設

計図書（別冊の図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以

下同じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この約款及び設計図書を内容と

する工事の請負契約をいい、その内容を変更した場合を含む。以下同じ。）を履行する。

２ この約款の各条項に基づく協議、承諾、通知、指示、請求等は、この約款に別に定め

るもののほか原則として、書面により行う。

３ 元請負人は、下請負人に対し、建設業法（昭和二十四年法律第百号）その他工事の施

工、労働者の使用等に関する法令に基づき必要な指示、指導を行い、下請負人はこれに

従う。

４ 労働災害補償保険の加入は〇が行う。

注 〇は、「労働保険の保険料の徴収等に関する法律」（昭和四十四年法律第八十四号）に基づく

加入の実情に合わせて記入する。

（請負代金内訳書及び工程表）

第二条 下請負人は設計図書に基づく請負代金内訳書、工事計画書及び工程表を作成し、
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契約締結後速やかに元請負人に提出して、その承認を受ける。

（関連工事との調整）

第三条 元請負人は、契約書記載の工事（以下「この工事」という。）を含む元請工事（元

請負人と発注者との間の請負契約による工事をいう。）を円滑に完成するため関連工事

（元請工事のうちこの工事の施工上関連のある工事をいう。以下この条において同じ。

）との調整を図り、必要がある場合は、下請負人に対して指示を行う。この場合にお

いてこの工事の内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止したとき

は、元請負人と下請負人とが協議して工期又は請負代金額を変更できる。

２ 下請負人は関連工事の施工者と緊密に連絡協調を図り、元請工事の円滑な完成に協力

する。

（契約保証人）

第四条 金銭保証人は、当該金銭保証人を立てた元請負人又は下請負人の債務の不履行に

より生ずる損害金の支払を行う。

注 金銭保証人を立てる場合に使用する。

（権利義務の譲渡）

第五条 元請負人及び下請負人は、相手方の書面による承諾を得なければ、この契約によ

り生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させることはできない。

注 承諾を行う場合としては、たとえば、下請負人が工事に係る請負代金債権を担保として資金

を借り入れようとする場合（下請負人が、「下請セーフティネット債務保証事業」（平成十一年

一月二十八日建設省経振発第八号）により資金を借り入れようとする等の場合）が該当する。

２ 元請負人及び下請負人は、相手方の書面による承諾を得なければ、この契約の目的物

並びに検査済の工事材料及び建築設備の機器（いずれも製造工場等にある製品を含む。

以下同じ。）を第三者に譲渡し、若しくは貸与し、又は抵当権その他の担保の目的に供

することはできない。

（一括委任又は一括下請負の禁止）

第六条 下請負人は、一括してこの工事の全部又は一部を第三者に委任し又は請け負わせ

てはならない。ただし、公共工事及び共同住宅の新築工事以外の工事で、かつ、あらか

じめ発注者及び元請負人の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。

（関係事項の通知）

第七条 下請負人は、元請負人に対して、この工事に関し、次の各号に掲げる事項をこの

契約締結後遅滞なく書面をもって通知する。

一 現場代理人及び主任技術者の氏名

二 雇用管理責任者の氏名

三 安全管理者の氏名

四 工事現場において使用する一日当たり平均作業員数
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五 工事現場において使用する作業員に対する賃金支払の方法

六 その他元請負人が工事の適正な施工を確保するため必要と認めて指示する事項

２ 下請負人は、元請負人に対して、前項各号に掲げる事項について変更があったときは、

遅滞なく書面をもってその旨を通知する。

（下請負人の関係事項の通知）

第八条 下請負人がこの工事の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせた場合、

下請負人は、元請負人に対して、その契約（その契約に係る工事が数次の契約によって

行われるときは、次のすべての契約を含む。）に関し、次の各号に掲げる事項を遅滞な

く書面をもって通知する。

一 受任者又は請負者の氏名及び住所（法人であるときは、名称及び工事を担当する営

業所の所在地）

二 建設業の許可番号

三 現場代理人及び主任技術者の氏名

四 雇用管理責任者の氏名

五 安全管理者の氏名

六 工事の種類及び内容

七 工期

八 受任者又は請負者が工事現場において使用する一日当たり平均作業員数

九 受任者又は請負者が工事現場において使用する作業員に対する賃金支払の方法

十 その他元請負人が工事の適正な施工を確保するため必要と認めて指示する事項

２ 下請負人は、元請負人に対して、前項各号に掲げる事項について変更があったときは、

遅滞なく書面をもってその旨を通知する。

（監督員）

第九条 元請負人は、監督員を定めたときは、書面をもってその氏名を下請負人に通知す

る。

２ 監督員は、この約款の他の条項に定めるもの及びこの約款に基づく元請負人の権限と

される事項のうち、元請負人が必要と認めて監督員に委任したもののほか、設計図書で

定めるところにより、次に掲げる権限を有する。

一 契約の履行についての下請負人又は下請負人の現場代理人に対する指示、承諾又

は協議

二 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は下請負人が作

成したこれらの図書の承諾

三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工の状況の検査又は工事材料の

試験若しくは検査

３ 元請負人は、監督員にこの約款に基づく元請負人の権限の一部を委任したときはその

委任した権限の内容を、二名以上の監督員を置き前項の権限を分担させたときは、それ

ぞれの監督員の有する権限の内容を、書面をもって下請負人に通知する。

４ 元請負人が第一項の監督員を定めないときは、この約款に定められた監督員の権限は、
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元請負人が行う。

（現場代理人及び主任技術者）

第十条 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを

行うほか、この約款に基づく下請負人の一切の権限（請負代金額の変更、請負代金の請

求及び受領、工事関係者に関する措置請求並びにこの契約の解除に係るものを除く。）

を行使する。ただし、現場代理人の権限については、下請負人が特別に委任し、又は制

限したときは、元請負人の承諾を要する。

２ 元請負人は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り

及び権限の行使に支障がなく、かつ、元請負人との連絡体制が確保されると認めた場合

には、現場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができる。

３ 主任技術者は工事現場における工事施工の技術上の管理をつかさどる。

４ 現場代理人と主任技術者とはこれを兼ねることができる。

（工事関係者に関する措置請求）

第十一条 元請負人は、現場代理人、主任技術者、その他下請負人が工事を施工するため

に使用している請負者、作業員等で、工事の施工又は管理につき著しく不適当と認めら

れるものがあるときは、下請負人に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な

措置をとるべきことを求めることができる。

２ 下請負人は、監督員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、元請

負人に対してその理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるべきことを求めるこ

とができる。

３ 元請負人又は下請負人は、前二項の規定による請求があったときは、その請求に係る

事項について決定し、その結果を相手方に通知する。

（工事材料の品質及び検査）

第十二条 工事材料につき設計図書にその品質が明示されていないものは、中等の品質を

有するものとする。

２ 下請負人は、工事材料については、使用前に監督員の検査に合格したものを使用する。

３ 監督員は、下請負人から前項の検査を求められたときは、遅滞なくこれに応ずる。

４ 下請負人は、工事現場内に搬入した工事材料を監督員の承諾を受けないで工事現場外

に搬出しない。

５ 下請負人は、前項の規定にかかわらず、検査の結果不合格と決定された工事材料につ

いては遅滞なく工事現場外に搬出する。

６ 前四項の規定は、建設機械器具についても準用する。

（監督員の立会い及び工事記録の整備）

第十三条 下請負人は、調合を要する工事材料については、監督員の立会いを受けて調合

し、又は見本検査に合格したものを使用する。

２ 下請負人は、水中の工事又は地下に埋設する工事その他施工後外面から明視すること
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のできない工事については、監督員の立会いを受けて施工する。

３ 監督員は下請負人から前二項の立会い又は見本検査を求められたときは、遅滞なくこ

れに応ずる。

４ 下請負人は、設計図書において見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定さ

れた工事材料の調合又は工事の施工をするときは、設計図書で定めるところによりその

見本又は工事写真等の記録を整備し、監督員の要求があったときは、遅滞なくこれを提

出する。

（支給材料及び貸与品）

第十四条 元請負人から下請負人への支給材料及び貸与品の品名、数量、品質、規格、性

能、引渡し場所、引渡し時期、返還場所又は返還時期は、設計図書に定めるところによ

る。

２ 工程の変更により引渡し時期及び返還時期を変更する必要があると認められるとき

は、元請負人と下請負人とが協議して、これを変更する。この場合において、必要があ

ると認められるときは、工期又は請負代金額を変更する。

３ 監督員は、支給材料及び貸与品を、下請負人の立会いの上検査して引き渡す。この場

合において、下請負人は、その品質、規格又は性能が設計図書の定めと異なり、又は使

用に適当でないと認めたときは、遅滞なくその旨を書面をもって元請負人又は監督員に

通知する。

４ 元請負人は、下請負人から前項後段の規定による通知（監督員に対する通知を含む。）

を受けた場合において、必要があると認めるときは、設計図書で定める品質、規格若し

くは性能を有する他の支給材料若しくは貸与品を引渡し、又は支給材料若しくは貸与品

の品質、規格等の変更を行うことができる。この場合において、必要があると認められ

るときは、元請負人と下請負人とが協議して、工期又は請負代金額を変更する。

５ 下請負人は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって、使用及び保管し、

下請負人の故意又は過失によって支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又はその

返還が不可能となったときは、元請負人の指定した期間内に原状に復し、若しくは代品

を納め、又はその損害を賠償する。

６ 下請負人は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後第三項の検査により発見するこ

とが困難であった隠れた瑕疵があり、使用に適当でないと認められるときは、遅滞なく

監督員にその旨を通知する。この場合においては、第四項の規定を準用する。

（設計図書不適合の場合の改造義務）

第十五条 下請負人は、工事の施工が設計図書に適合しない場合において、監督員がその

改造を請求したときは、これに従う。ただし、その不適合が監督員の指示による等元請

負人の責めに帰すべき理由によるときは、改造に要する費用は元請負人が負担する。こ

の場合において、必要があると認められるときは、元請負人と下請負人とが協議して、

工期を変更する。

（条件変更等）

85



第十六条 下請負人は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見

したときは、直ちに書面をもってその旨を監督員に通知し、その確認を求める。

一 設計図書と工事現場の状態とが一致しないこと。

二 設計図書の表示が明確でないこと（図面と仕様書が交互符合しないこと及び設計図

書に誤謬又は脱漏があることを含む。）。

三 工事現場の地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人

為的な施工条件が実際と相違すること。

四 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別の状態

が生じたこと。

２ 監督員は、前項の確認を求められたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を発見したと

きは、直ちに調査を行い、その結果（これに対してとるべき措置を指示する必要がある

ときは、その指示を含む。）を書面をもって下請負人に通知する。

３ 第一項各号に掲げる事実が元請負人と下請負人との間において確認された場合におい

て、必要があると認められるときは、設計図書を訂正し、又は工事内容、工期若しくは

請負代金額を変更する。この場合において、工期又は請負代金額の変更については、元

請負人と下請負人とが協議して定める。

（工事の変更及び中止等）

第十七条 元請負人は、必要があると認めるときは、書面をもって下請負人に通知し、工

事内容を変更し、又は工事の全部若しくは一部の施工を一時中止させることができる。

この場合において、必要があると認められるときは、元請負人と下請負人とが協議して、

工期又は請負代金額を変更する。

２ 工事用地等の確保ができない等のため又は天災その他の不可抗力により工事目的物等

に損害を生じ若しくは工事現場の状態が変動したため、下請負人が工事を施工できない

と認められるときは、元請負人は、工事の全部又は一部の施工を中止させる。この場合

において、必要があると認められるときは、元請負人と下請負人とが協議して、工期又

は請負代金額を変更する。

３ 元請負人は、前二項の場合において、下請負人が工事の続行に備え工事現場を維持し、

若しくは作業員、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止

に伴う増加費用を必要とし、又は下請負人に損害を及ぼしたときは、その増加費用を負

担し、又はその損害を賠償する。この場合における負担額又は賠償額は、元請負人と下

請負人とが協議して定める。

（下請負人の請求による工期の延長）

第十八条 下請負人は、天候の不良等その責めに帰することができない理由その他の正当

な理由により工期内に工事を完成することができないときは、元請負人に対して、遅滞

なくその理由を明らかにした書面をもって工期の延長を求めることができる。この場合

における延長日数は、元請負人と下請負人とが協議して定める。

２ 前項の規定により工期を延長する場合において、必要があると認められるときは、元

請負人と下請負人とが協議して請負代金額を変更する。
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（元請負人の請求による工期の短縮等）

第十九条 元請負人は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、下請負人に

対して書面をもって工期の短縮を求めることができる。この場合における短縮日数は、

元請負人と下請負人とが協議して定める。

２ この約款の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の理由がある

ときは、元請負人と下請負人とが協議の上通常必要とされる工期の延長を行わないこと

ができる。

３ 前二項の場合において、必要があると認められるときは、元請負人と下請負人とが協

議して請負代金額を変更する。

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更）

第二十条 工期内に賃金又は物価の変動により請負代金額が不適当となり、これを変更す

る必要があると認められるときは、元請負人と下請負人とが協議して請負代金額を変更

する。

２ 元請負人と発注者との間の請負契約において、この工事を含む元請工事の部分につい

て、賃金又は物価の変動を理由にして請負代金額が変更されたときは、元請負人又は下

請負人は、相手方に対し、前項の協議を求めることができる。

（臨機の措置）

第二十一条 下請負人は、災害防止等のため必要があると認められるときは、元請負人に

協力して臨機の措置をとる。

２ 下請負人が前項の規定により臨機の措置をとった場合において、その措置に要した費

用のうち、下請負人が請負代金額の範囲内において負担することが適当でないと認めら

れる部分については、元請負人がこれを負担する。この場合における元請負人の負担額

は、元請負人と下請負人とが協議して定める。

（一般的損害）

第二十二条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その

他工事の施工に関して生じた損害（この契約において別に定める損害を除く。）は、下

請負人の負担とする。ただし、その損害のうち元請負人の責めに帰すべき理由により生

じたものについては、元請負人がこれを負担する。

（第三者に及ぼした損害）

第二十三条 この工事の施工について第三者（この工事に関係する他の工事の請負人等を

含む。以下この条において同じ。）に損害を及ぼしたときは、下請負人がその損害を負

担する。ただし、その損害のうち元請負人の責めに帰すべき理由により生じたもの及び

工事の施工に伴い通常避けることができない事象により生じたものについては、この限

りでない。

２ 前項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、
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元請負人及び下請負人が協力してその処理解決に当たる。

（天災その他不可抗力による損害）

第二十四条 天災その他不可抗力によって、工事の出来形部分、現場の工事仮設物、現場

搬入済の工事材料又は建設機械器具（いずれも元請負人が確認したものに限る。）に損

害を生じたときは、下請負人が善良な管理者の注意を怠ったことに基づく部分を除き、

元請負人がこれを負担する。

２ 損害額は、次の各号に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、

元請負人と下請負人とが協議して定める。

一 工事の出来形部分に関する損害

損害を受けた出来形部分に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその

評価額を差し引いた額とする。

二 工事材料に関する損害

損害を受けた工事材料に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評

価額を差し引いた額とする。

三 工事仮設物又は建設機械器具に関する損害

損害を受けた工事仮設物又は建設機械器具について、この工事で償却することとし

ている償却費の額から損害を受けた時点における出来形部分に相応する償却費の額を

差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復することができ、かつ、修

繕費の額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額とする。

３ 第一項の規定により、元請負人が損害を負担する場合において、保険その他損害をて

ん補するものがあるときは、その額を損害額から控除する。

４ 天災その他の不可抗力によって生じた損害の取片付けに要する費用は、元請負人がこ

れを負担する。この場合における負担額は、元請負人と下請負人とが協議して定める。

（検査及び引渡し）

第二十五条 下請負人は、工事が完成したときは、その旨を書面をもって元請負人に通知

する。

２ 元請負人は、前項の通知を受けたときは、遅滞なく下請負人の立会いの上工事の完成

を確認するための検査を行う。この場合、元請負人は、当該検査の結果を書面をもって

下請負人に通知する。

３ 元請負人は、前項の検査によって工事の完成を確認した後、下請負人が書面をもって

引渡しを申し出たときは、直ちに工事目的物の引渡しを受ける。

４ 元請負人は、下請負人が前項の申出を行わないときは、請負代金の支払の完了と同時

に工事目的物の引渡しを求めることができる。この場合においては、下請負人は、直ち

にその引渡しをする。

５ 下請負人は、工事が第二項の検査に合格しないときは、遅滞なくこれを修補して元請

負人の検査を受ける。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして前四項

の規定を適用する。

６ 下請負人が第三項の引渡しを申し出たにもかかわらず元請負人が受けないときは、引
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渡しまでに要する費用は元請負人が負担する。

（部分使用）

第二十六条 元請負人は、前条第三項の規定による引渡し前においても、工事目的物の全

部又は一部を下請負人の同意を得て使用することができる。

２ 前項の場合においては、元請負人は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使

用する。

３ 元請負人は、第一項の規定による使用により、下請負人に損害を及ぼし、又は下請負

人の費用が増加したときは、その損害を賠償し、又は増加費用を負担する。この場合に

おける賠償額又は負担額は、元請負人と下請負人とが協議して定める。

（部分引渡し）

第二十七条 工事目的物について、元請負人が設計図書において工事の完成に先だって引

渡しを受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合におい

て、その部分の工事が完了したときは、第二十五条（検査及び引渡し）中「工事」とあ

るのは「指定部分に係る工事」と、第三十一条（引渡し時の支払い）中「請負代金」と

あるのは「指定部分に相応する請負代金」と読み替えて、これらの規定を準用する。

（請負代金の支払方法及び時期）

第二十八条 この契約に基づく請負代金の支払方法及び時期については、契約書の定める

ところによる。

２ 元請負人は、契約書の定めにかかわらず、やむを得ない場合には、下請負人の同意を

得て請負代金支払いの時期又は支払方法を変更することができる。

３ 前項の場合において、元請負人は下請負人が負担した費用又は下請負人が被った損害

を賠償する。

（前金払）

第二十九条 下請負人は、契約書の定めるところにより元請負人に対して請負代金につい

ての前払を請求することができる。

（部分払）

第三十条 下請負人は、出来形部分並びに工事現場に搬入した工事材料〔及び製造工事等

にある工場製品〕（監督員の検査に合格したものに限る。）に相応する請負代金相当額

の十分の〇以内の額について、契約書の定めるところにより、その部分払を請求するこ

とができる。

注 部分払の対象とすべき工場製品がないときは〔〕の部分を削除する。（第二項についても同じ。）

〇は九以上の数字を記入する。（第四項についても同じ。）

２ 下請負人は部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、その請求に係る工事の出

来形部分、工事現場に搬入した工事材料〔又は製造工場等にある工場製品〕の確認を求

める。この場合において、元請負人は、その確認を行い、その結果を下請負人に通知す
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る。

３ 元請負人は、第一項の規定による請求を受けたときは、契約書の定めるところにより

部分払を行う。

４ 前払金の支払いを受けている場合においては、第一項の請求額は次の式によって算出

する。

請求額＝第一項の請負代金相当額×（（請負代金額－受領済前払金額）／請負代金額）

×（〇／ 10）
５ 第三項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合にお

いては、第一項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部

分払の対象となった請負代金相当額を控除した額」とする。

（引渡し時の支払い）

第三十一条 下請負人は、第二十五条（検査及び引渡し）第二項の検査に合格したときは、

引渡しと同時に書面をもって請負代金の支払いを請求することができる。

２ 元請負人は、前項の規定による請求を受けたときは、契約書の定めるところにより、

請負代金を支払う。

（部分払金等の不払に対する下請負人の工事中止）

第三十二条 下請負人は、元請負人が前払金又は部分払金の支払いを遅延し、相当の期間

を定めてその支払いを求めたにもかかわらず支払いをしないときは、工事の全部又は一

部の施工を一時中止することができる。この場合において、下請負人は、遅滞なくその

理由を明示した書面をもってその旨を元請負人に通知する。

２ 第十七条（工事の変更及び中止等）第三項の規定は、前項の規定により下請負人が工

事の施工を中止した場合について準用する。

（瑕疵担保）

第三十三条（ａ) 工事目的物に瑕疵があるときは、元請負人は、下請負人に対して相当

の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の

賠償を請求することができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補に過分の

費用を要するときは、元請負人は、修補を請求することができない。

注 （ａ）又は（ｂ）を選択して使用する。

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償を請求することができる期間は、第二十五

条（検査及び引渡し）第三項（第二十七条（部分引渡し）において準用する場合を含む。）

の規定による引渡しを受けた日から〇年以内とする。ただし、その瑕疵が下請負人の故

意又は重大な過失によって生じた場合は、当該請求をすることのできる期間は〇年とす

る。

注 〇の部分には原則として元請契約における瑕疵担保責任の期限に相応する数字を記入する。

３ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）第

九十四条第一項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅の

品質確保の促進等に関する法律施行令（平成十二年政令第六十四号）第五条に定める部
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分の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又は損害

賠償の請求を行うことのできる期間は、十年とする。

４ 工事目的物が第一項の瑕疵により滅失又はき損したときは、元請負人は、前二項に定

める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から六月以内に限り、第一項の権利を行使

することができる。

５ 第一項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又は元請負人若しくは監督員の

指示等により生じたものであるときは、これを適用しない。

第三十三条（ｂ) 工事目的物に瑕疵があり、その瑕疵が下請負人の責めに帰すべき理由に

より生じたものであるときは、元請負人は、下請負人に対して相当の期間を定めてその

瑕疵の修補（工事目的物の範囲に限る。）を請求し、又は修補に代え若しくは修補とと

もに損害の賠償（工事目的物の範囲に限る。）を請求することができる。ただし、瑕疵

が重要でなく、かつ、その修補に過分の費用を要するときは、元請負人は、修補を請求

することができない。

注 （ａ）又は（ｂ）を選択して使用する。

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償を請求することができる期間は、第二十五

条（検査及び引渡し）第三項（第二十七条（部分引渡し）において準用する場合を含む。）

の規定による引渡しを受けた日から〇年以内とする。ただし、その瑕疵が下請負人の故

意又は重大な過失によって生じた場合は、当該請求をすることのできる期間は〇年とす

る。

注 〇の部分に原則として元請契約における瑕疵担保責任の期限に相応する数字を記入する。

３ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成十一年法律第八十一号）第

九十四条第一項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅の

品質確保の促進等に関する法律施行令（平成十二年政令第六十四号）第五条に定める部

分の瑕疵（構造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又は損害

賠償の請求を行うことのできる期間は、十年とする。

４ 工事目的物が第一項の瑕疵により滅失又はき損したときは、元請負人は、前二項に定

める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から六月以内に限り、第一項の権利を行使

することができる。

（履行遅滞の場合における損害金）

第三十四条 下請負人の責めに帰すべき理由により工期内に工事を完成することができな

い場合において、工期経過後相当の期間内に完成する見込みのあるときは、元請負人は、

下請負人から損害金を徴収して工期を延長することができる。

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分に相当する請負代金額を控除した額

につき、遅延日数に応じ、年〇パーセントの割合で計算した額とする。

３ 元請負人の責めに帰すべき理由により、第二十九条（前金払）、第三十条（部分払）

第三項又は第三十一条（引渡し時の支払い）第二項（第二十七条（部分引渡し）において

準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定による請負代金の支払いが遅れ

た場合においては、下請負人は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、第二十九条の規定
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による請負代金にあっては年〇パーセント、第三十条第三項又は第三十一条第二項の規定

による請負代金にあっては年〇パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを元請

負人に請求することができる。

（元請負人の解除権）

第三十五条 元請負人は、下請負人が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を

解除することができる。

一 正当な理由がないのに、工事に着手すべき時期を過ぎても、工事に着手しないとき。

二 その責めに帰すべき理由により工期内又は工期経過後相当期間内に工事を完成する

見込がないと明らかに認められるとき。

三 前二号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を

達することができないと認められるとき。

四 第三十七条（下請負人の解除権）第一項の規定によらないでこの契約の解除を申し

出たとき。

２ 元請負人は、前項の規定によりこの契約を解除したときは、工事の出来形部分及び部

分払の対象となった工事材料の引渡しを受ける。ただし、その出来形部分が設計図書に

適合しない場合は、その引渡しを受けないことができる。

３ 元請負人は前項の引渡しを受けたときは、その引渡しを受けた出来形部分及び工事材

料に相応する請負代金を下請負人に支払う。

４ 前項の場合において、第二十九条（前金払）の規定による前払金があったときは、そ

の前払金の額（第三十条（部分払）の規定による部分払をしているときは、その部分払

において償却した前払金の額を控除した額）を同項の出来形部分及び工事材料に相応す

る請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額になお余剰がある

ときは、下請負人は、その余剰額に前払金の支払の日から返還の日までの日数に応じ、

年〇パーセントの割合で計算した額の利息を付して元請負人に返還する。

５ 元請負人は、第一項の規定によりこの契約を解除した場合において、下請負人に対し

てその解除により生じた損害の賠償を求めることができる。この場合における賠償額は、

元請負人と下請負人とが協議して定める。

第三十六条 元請負人は、工事が完成しない間は、前条第一項に規定する場合のほか必要

があるときは、この契約を解除することができる。

２ 前条第二項から第四項までの規定は、前項の規定によりこの契約を解除した場合に準

用する。ただし、同条第四項の規定のうち利息に関する部分は、準用しない。

３ 元請負人は、第一項の規定によりこの契約を解除した場合において、これにより下請

負人に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償する。この場合における賠償額は、元請

負人と下請負人とが協議して定める。

（下請負人の解除権）

第三十七条 下請負人は、次の各号のいずれかに該当する理由のあるときは、この契約を

解除することができる。
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一 第十七条（工事の変更及び中止等）第一項の規定により工事内容を変更したため請

負代金額が十分の〇以上減少したとき。

注 〇の部分には、たとえば、六と記入する。

二 第十七条第一項の規定による工事の施工の中止期間の〇を超えたとき。ただし、中

止が工事の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後〇月を

経過しても、なおその中止が解除されないとき。

注 ただし書き以外の部分の〇には、たとえば工期の二分の一の期間又は六カ月のいずれか短い

期間を、ただし書きの〇には、たとえば三と記入する。

三 元請負人がこの契約に違反し、その違反によって工事を完成することが困難となっ

たとき。

四 元請負人が請負代金の支払い能力を欠くと認められるとき。

２ 第三十五条（元請負人の解除権）第二項から第四項までの規定は、前項の規定により

この契約が解除された場合に準用する。ただし、同条第四項の規定のうち利息に関する

部分は、準用しない。

３ 下請負人は、第一項の規定により、この契約を解除した場合において、これにより損

害を受けたときは、その損害の賠償を元請負人に対して請求することができる。この場

合における賠償額は、元請負人と下請負人とが協議して定める。

（解除に伴う措置）

第三十八条 この契約が解除された場合においては、元請負人及び下請負人は前三条によ

るほか、相手方を原状に回復する。

（紛争の解決）

第三十九条（Ａ） この約款の各条項において元請負人と下請負人とが協議して定めるも

のにつき協議が整わない場合その他この契約に関して元請負人と下請負人との間に紛争

を生じた場合には、契約書記載の調停人又は建設業法による建設工事紛争審査会（以下

「審査会」という。）のあっせん又は調停により解決を図る。

２ 元請負人又は下請負人は、前項のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがな

いと認めたときは、同項の規定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付

し、その仲裁判断に服する。

３ 元請負人又は下請負人は、申し出により、この約款の各条項の規定により行う元請負

人と下請負人との間の協議に第一項の調停人を立ち会わせ、当該協議が円滑に整うよう

必要な助言又は意見を求めることができる。

４ 前項の規定により調停人の立会いのもとで行われた協議が整わなかったときに元請負

人が定めたものに下請負人が不服がある場合で、元請負人又は下請負人の一方又は双方

が第一項の調停人のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたとき

は、同項の規定にかかわらず、元請負人及び下請負人は、審査会のあっせん又は調停に

よりその解決を図る。

注 第三項及び第四項は、調停人を協議に参加させない場合には、削除する。

第三十九条（Ｂ） この約款の各条項において元請負人と下請負人とが協議して定めるも
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のにつき協議が整わない場合その他この契約に関して元請負人と下請負人との間に紛争

を生じた場合には、建設業法による建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）の

あっせん又は調停により解決を図る。

２ 元請負人又は下請負人は、前項のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがな

いと認めたときは、同項の規定にかかわらず、仲裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付

し、その仲裁判断に服する。

注 （Ｂ）は、あらかじめ調停人を選任せず、建設業法による建設工事紛争審査会により紛争の

解決を図る場合に使用する。

（情報通信の技術を利用する方法）

第四十条 この約款において書面により行わなければならないこととされている承諾、通

知、請求等は、建設業法その他の法令に違反していない限りにおいて、電子情報処理組

織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用いて行うことができる。

ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。

（補則）

第四十一条 この約款に定めのない事項については、必要に応じ元請負人と下請負人とが

協議して定める。
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〔別添〕

［裏面参照の上建設工事紛争審査会の仲裁に付することに合意する場合に使用する。］

仲 裁 合 意 書

工 事 名

工 事 場 所

平成 年 月 日に締結した上記建設工事の請負契約に関する紛争に

ついては、発注者及び受注者は、建設業法に規定する下記の建設工事紛争審査会の仲

裁に付し、その仲裁判断に服する。

管轄審査会名 建設工事紛争審査会

［管轄審査会名が記入されていない場合は建設業法第二十五条の九第一項又は第二項に

定める建設工事紛争審査会を管轄審査会とする。］

平成 年 月 日

発注者 印

受注者 印
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〔裏面〕

仲裁合意書について

(一) 仲裁合意について

仲裁合意とは、裁判所への訴訟に代えて、紛争の解決を仲裁人に委ねることを約す

る当事者間の契約である。

仲裁手続によってなされる仲裁判断は、裁判上の確定判決と同一の効力を有し、た

とえその仲裁判断の内容に不服があっても、その内容を裁判所で争うことはできない。

ただし、消費者である発注者は、請負者との間に成立した仲裁合意を解除すること

ができる。また、事業者の申立てによる仲裁手続の第一回口頭審理期日において、消

費者（発注者）である当時者が出頭せず、又は解除権を放棄する旨の意思を明示しな

いときは、仲裁合意を解除したものとみなされる。

(二) 建設工事紛争審査会について

建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）は、建設工事の請負契約に関する

紛争の解決を図るため建設業法に基づいて設置されており、同法の規定により、あっ

せん、調停及び仲裁を行う権限を有している。また、中央建設工事紛争審査会（以下

「中央審査会」という。）は、国土交通省に、都道府県建設工事紛争審査会（以下「都

道府県審査会」という。）は各都道府県にそれぞれ設置されている。審査会の管轄は、

原則として、受注者が国土交通大臣の許可を受けた建設業者であるときは中央審査会、

都道府県知事の許可を受けた建設業者であるときは当該都道府県審査会であるが、当

事者の合意によって管轄審査会を定めることもできる。

審査会による仲裁は、三人の仲裁委員が行い、仲裁委員は、審査会の委員又は特別

委員のうちから当事者が合意によって選定した者につき、審査会の会長が指名する。

また、仲裁委員のうち少なくとも一人は、弁護士法の規定により弁護士となる資格を

有する者である。

なお、審査会における仲裁手続は、建設業法に特別の定めがある場合を除き、仲裁

法の規定が適用される。
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